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第1章 序論 

1.1. 研究の背景 

情報処理技術(IT：Information Technology)の発達と共に、その情報処理技術が提供

する価値も大きく変化してきた。例えばコンピューターの登場により企業の業務は飛躍

的に効率化が図られた。そして、インターネットが商用利用できるようになり、コンピ

ューターと接続されるようになると、電子メールや Web などが利用できるようになり、

コミュニケーションが大きく変わった。これら情報処理技術は、その発達によってそこ

から受けられる直接的な価値だけでなく、企業が提供する価値にも変化を与えている。

身近な例として、インターネットの普及による、Web からのショッピングが挙げられ

る。ほかにも、GE が航空機のエンジンの販売にあたって、それまでのリースという形

態から、エンジンの様々な状態をデータとして収集することで飛行機が飛行した時間に

対して対価を得るというように新しいビジネスモデルも創出されるようになってきた

のである。これは、エンジンの利用者の観点からすると、飛行機がエンジンを利用して

いる時間、すなわち、飛行している時間だけ費用を払えば良いという価値の変化につな

がってくる。これは、「製造業のサービス化」と呼ばれる変化の一部であり、情報処理

技術の発達がそれを可能にした一つの要因であると言えるだろう。 

このように情報処理技術は新しいサービスを生むひとつの要因となっているが、その

サービスが提供する価値は、情報処理技術についての知識だけ持っていれば創出できる

ものではない。すなわち、情報処理技術の知識に加え、例えばどのようなビジネスモデ

ルを作ったら良いかといったビジネスモデルに関する知識を組み合わせることで、新し

いサービスの価値を創造できるようになるのではないだろうか。 

一方で、情報処理技術についての知識と、ビジネスモデルについての知識といった異

なる領域の知識を、一人または、ひとつの組織が保有していれば、その人や組織が、新

しい情報処理技術を活用しながら新しい顧客に対するサービスの価値を生んでいくこ

とができる。しかし、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、AI（Artificial Intelligence）

など情報処理技術自身も複雑になり、IT 技術に関する知識とビジネスに関する知識と

いった複数の異なる領域に関する知識を一人やひとつの組織で保有することが難しい

ケースもでてきているだろう。このような場合には、異なる知識を持った複数の組織が

集まって、それぞれが保有する異なる領域の知識を組み合わせて、新しいサービスの価

値を創造していくということが求められてくる。 

情報処理技術を情報処理システムとして提供する企業（以下、IT 企業）は、情報処

理技術を活用して顧客の課題を解決するための解決策を提供する。IT 企業が顧客企業

の業務を顧客以上に知っているということは通常は考えにくい。従って、顧客と共に、

顧客企業の課題を把握し、解決策を考え、そして、その顧客企業で活用できる情報処理
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システムに仕立て上げて提供しているのである。一方で、最近の情報処理技術を取り込

みたいと考える企業は、「AI を活用して何かしたいのだが、何をしたら良いのかわから

ない」とか、「IoT を活用して何かしないといけないと思うのだが、どうしたら良いの

だろうか」というように、自社の解決すべき課題を明確にすることができず、何を改善

すれば良いのかわからずに IT 企業に相談に来るケースもある。この場合、IT 企業は、

まず顧客企業の課題を顧客と共に検討し、設定したうえで、それらの課題の解決策を検

討し、情報処理技術を活用した解決策（ソリューション）を創出していくことになる。

このような、顧客の課題の設定や解決策の創出は、IT コンサルタントやシステムエン

ジニア（SE）が担うことがある。IT コンサルタントや SE は、彼らの持つ情報処理技

術に関する知識や、課題を導出するためのファシリテーションの知識、顧客の持つ顧客

業務に関する知識などを駆使して解決策をみいだしていると考えることができる。たと

えば、ベンチマーキングと呼ばれる、ベストプラクティス（優良事例）と比較分析して

課題を明らかにしようとする手法（杉浦,2011,203）も、IT コンサルタントや SE が活

用する手法の一つであろう。 

このように、IT 企業は情報処理技術の知識を提供し、その顧客は自身の業務に関わ

る知識を提供し、それを組み合わせて顧客の課題を解決することを目的とした情報処理

技術を活用した解決策（ここでは、これを IT ソリューションと呼ぶ）を創りだしてい

るのであるが、いかにして、情報処理技術に関する知識と顧客の業務に関する知識を組

み合わせるのであろうか。野中ら(1996)は新しい知識の創造プロセスを SECI モデルと

して示している。また、Zhang ら(2012)はサービスの価値共創プロセスモデルを KIKI

モデルとして提案している。これらのモデルは、知識や価値がどのようなプロセスで創

造されていくかについて示しているものの、いかにして異なる知識が組み合わさり、新

しいサービスの価値が創造されるかについては示していない。 

本研究では、前述した点を明らかにするために、IT ソリューションを提供するサー

ビスを対象として、IT 企業と顧客などの異なる知識を保有する複数の組織が、いかに

して新しい価値の創出を行っているのかについて明らかにしていく。 

 

1.2.  研究の目的とリサーチクエスチョン 

本研究の目的は、IT ソリューションを提供するサービス（以下、IT ソリューション

サービス）を対象として、複数の組織によるサービス価値の共創において、異なる知識

を持つそれらの組織が価値共創を行うメカニズムを明らかにすることにある。これまで

示されている知識創造や価値共創のモデルに対して、異なる知識を持つ、異なる組織が、

いかにしてそれらの知識を組み合わせて新しいサービス価値を創出しているか、そのメ

カニズムを明らかにすることで、知識科学に貢献する。 

本研究で明らかにするメジャーリサーチクエスチョン(MRQ）とサブシディアリーリ
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サーチクエスチョン（SRQ）は、以下のとおりである。 

 

MRQ：IT ソリューションサービスにおいて、そのサービスの価値は異なる知識を持つ 

アクターによっていかにして共創されるのか？ 

SRQ1：IT ソリューションサービスにおいて、異なる知識を持つアクターが、知識を 

   共創するためには何が必要なのか？ 

SRQ2：IT ソリューションサービスにおいて、異なる知識を持つアクターが、 

   いかにして新しい知識を共創するのか？ 

SRQ3：IT ソリューションサービスにおいて、異なる知識を持つアクターが、新しい 

   知識を共創するためには、どのような知識空間が必要なのか？ 

 

 以上の問いは、これまでの IT ソリューションサービスの領域で議論・研究されてき

たさまざまな研究を元に、知識科学とサービス科学の視点を加え、IT ソリューション

サービスにおける価値と知識共創のメカニズムを探るものである。 

1.3. 研究の対象と方法 

本研究では、企業のサービス価値に変化を与える要因のひとつと考えられる、IT を

活用し企業の課題を解決するサービスである、IT ソリューションサービスを対象とし

た。フリック（2002,19）は、質的研究について次のように指摘している。「質的研究は

具体的な事例を重視して、それを時間的および地域的な特殊性の中で捉えようとし、そ

れを人々が生きている地域的な文脈と結び付けることによって理解しようとしている

分野である。」本研究の対象とする、IT ソリューションサービスは、ひとつひとつのサ

ービス、すなわち発生するひとつひとつの事象が、その事象の文脈に強く結びついてそ

の価値が創造されていると考えられる。この過程を分析するために、本研究では質的研

究を採用する。また、IT ソリューションサービスの提供者は、サービスの価値を定義

する必要がある。サービスの価値を定義するためには、顧客が望むものを見つけること

が必要になる。しかし、それは提供者自身が保有しているものではないので、それを知

ることは容易ではない。 顧客でさえ自分自身が望むものに気付いていないこともある。 

このような事象（イベント）のメカニズムを明確にするためには、その事象（イベント）

の発生に重点を置いてケースを深く分析することによって明らかにすることができる

ことから事例研究を採用する。 

 本研究では、異なる知識を持つアクターが存在する場合のメカニズムの解明を目的と

していることから、複数の知識を持つアクターが存在する事例を選定する。また、異な

る知識を持つアクターが、IT ソリューションサービスの提供者とサービスの受益者で

ある２者間であるケースと、３者が存在するケースを選定した。 

 具体的には、ユーティリティ企業に IT ソリューションサービス提供者としての IT
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コンサルタント／IT ソリューションサービスの受益者である顧客／解決策を実現する

IT システム開発会社の三者がアクターとして関与する事例、CRM 業務や病院業務の改

善・改革を IT ソリューションサービスの提供者としての IT コンサルタント／IT サー

ビスソリューションの受益者としての顧客の２者がアクターとして関与する事例、同一

の企業内でテクノロジーインテリジェンス活動として、その提供者としての技術企画ス

タッフと受益者である組織トップの２者がアクターとして関与する事例を選定した。 

尚、これらの４つの事例は日本国内のものである。また、半構造化インタビューの正

確さのために、この研究は研究者が適切に使用できる日本語でインタビューできるよう、

日本国内の企業を選定した。 

選定した事例の詳細を表 1-1 に示す。 

 

 

 

表 1-1 事例の選定 

 分析対象 異なる知識領域 

事例 1  ユーティリティ企業の IT 化 ・設計事務所：ファシリテーション／IT の知識 

・IT サービスプロバイダー：IT の知識 

・顧客：業務知識 

事例 2  CRM 業務改革コンサルティング ・コンサルタント：製造業/IT の知識 

・顧客：業務知識 

事例 3 病院業務改善コンサルティング ・コンサルタント：標準化／IT の知識 

・顧客：業務知識 

事例 4 テクノロジーインテリジェンス

サービス 

・組織幹部：金融事業に関する知識 

・技術企画スタッフ：技術・市場動向の知識 
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1.4. 本論の構成 

 本論の構成は、以下の 9 章により構成されている。 

第 1 章では、序論として研究の背景、研究の目的、および研究の方法を述べ、リサー

チクエスチョンを設定した。 

第 2 章では、先行研究のレビューを行う。本論文の基本的な概念である暗黙知と形式

知、また知識創造プロセスの視点と、サービス価値創造の視点を中心とし、加えて、事

例に挙げられているテクノロジーインテリジェンスの視点でもレビューを行った。 

第 3 章では、本研究の対象である IT ソリューションサービスについて定義し、その

課題を提示した。そして、その課題を解決するための仮説モデルを設定し、事例研究に

むけて、事例選定の考え方を述べ、事例から仮説の妥当性を検証するための視点を設定

した。 

第 4 章では、ユーティリティ企業の業務改善において、コーディネータが IT サービ

スの価値共創を支援した事例を分析し、第 3 章で設定した視点で仮説モデルの妥当性を

検証した。 

第 5 章では、IT ベンダーによる IT コンサルティングサービスの事例を分析し、第 3

章で設定した視点で仮説モデルの妥当性を検証した。 

第6章では、システムインテグレーターによる ITコンサルティングの事例を分析し、

第 3 章で設定した視点で仮説モデルの妥当性を検証した。 

第 7 章では、ひとつの企業内におけるテクノロジーインテリジェンス活動の事例を分

析し、第 3 章で設定した視点で仮説モデルの妥当性を検証した。 

第 8 章では、第 4 章から第 7 章までの事例分析の結果をもとに、第 3 章で設定した

仮説モデルの妥当性を検証し、異なる知識を持つアクターによる知識共創のメカニズム

を明らかにし、さらに KIKI モデルの課題を改善し、拡張した価値共創モデルとして提

示した。 

最後に、第 9 章では、以上の研究から得られた結論と含意の総括およびリサーチクエ

スチョンへの回答を整理して記載した。 
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第 1 章 序論 

 研究の背景とリサーチクエスチョンの設定 

第 2 章 先行研究 

暗黙知／形式知／知識創造／サービス価値創造の視点でレビュー 

第 3 章 IT ソリューションサービスにおける課題と仮説モデル 

ＩＴソリューションサービスにおける課題と、それを解決する 

仮説モデルの提示 

 

第４章 事例 1 の分析 

 コーディネータによる IT 化支援サービスの事例分析 

第５章 事例 2 の分析 

 IT ベンダーによる IT コンサルティングサービスの事例分析 

第６章 事例 3 の分析 

 システムインテグレーターによる 

IT コンサルティングサービスの事例分析 

第７章 事例 4 の分析 

 企業内の技術企画スタッフによる 

テクノロジーインテリジェンスサービスの事例分析 

第９章 結論 

 リサーチクエスチョンと研究の含意のまとめ 

第８章 事例の分析と考察 

事例のまとめ、仮説モデルの妥当性の検証とモデルの提示 
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第2章 先行研究 

2.1. はじめに 

本章では先行研究のレビューを行う。本論の基礎となる概念や先行研究を明示すると

ともに、先行研究で明らかになっている事項と、明らかになっていない事項について確

認する。 

2.2. IT ソリューションサービスにおける顧客価値 

 IT コンサルティングサービスの顧客満足度について、石田ら(2005)は、顧客が実感

するサービスの品質に強い相関があるとしたうえで、以下の３点が顧客満足に強く相関

のある実感品質の特徴であるとしている。 

 ①顧客が一番不安に思っていることが解消する 

 ②顧客自身ができないことができる 

 ③顧客にとって重要で、期待値が明確である 

これらが、顧客満足に強く相関がある場合、ここに示された状態や顧客の思いを正しく

把握することが、必要になってくる。すなわち、顧客は何を一番不安に思っているのか？

本当に顧客自身でできずに IT コンサルタントに期待していることは何なのか？何が顧

客にとって重要なのか？ということである。しかし、これらの事項は顧客が明確に提示

しているものばかりではないと考えられ、顧客すらその本質は気づいていない場合もあ

るだろう。しかし、この点についてはまだ言及されていない。 

一方で、Yoon&Suh(2004)は、IT コンサルティングの品質を評価するために、サービ

スの品質を評価するための SERVQUAL を IT コンサルティング向けに改良することを

提案している。その中で、IT コンサルティングに対応した SERVQUAL は次の６つの

領域で定義されるものになっている。 

 ①Assurance 

 ②Responsiveness 

 ③Reliability 

 ④Empathy 

 ⑤Process 

 ⑥Education 

これらの項目に対して、いかにして品質を向上させていくかが課題となってくる。 

 サービスの視点からみると、サービスの価値は、顧客と共に共創するということがい

われている。Do(2017)は、IT コンサルティングサービスの中に顧客が参加することに

ついてそれを強化する項目を分析している。それによると、Communication, 

Customer Expertise、Customer Motivation、Customer Innovativeness が顧客の参加
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を強化し、その結果が顧客満足度やロイヤルティにつながっていくとしている。 

以上のように、IT コンサルティングの価値について、いかにそれを向上させるかと

いうことについての研究が進められており、その多くが顧客の知識に対して影響を与え

ることでその価値を向上させることを提案している。しかし、いかにして、顧客の知識

（単純な知識だけでなく、思いなどを含む）を正しく把握するかということについては、

言及されていない。 

 

2.3. 知識創造プロセスと場 

 プラトン以来の伝統的な認識論においては、知識を正当化された真なる信念であると

しているが、ポランニーの考え方に立脚し、野中ら(1996,85)は、「個人の信念が、真実

へと正当化されるダイナミックな社会的プロセス」と定義している。また、知識は暗黙

知と形式知という二つの次元を持つとし、そしてそれらを次のように説明している。「形

式知は明示的な知であり、言葉や文章や絵や数値などにより表現が可能で、他人にもわ

かりやすい形式的・論理的言語によって伝達可能な知識」であり、それに対する暗黙知

は「具体的な形に表現して他人に伝えることが難しい。具体的には熟練ノウハウなどの

行動スキル、そして思い(信念)やメンタルモデル、視点といった思考スキルである。」（野

中ら､2017,14） 

このように、暗黙知は自分でも知っていることを自覚していない知識をも含むのであ

る。一方で、形式化された知識の伝達において意味解釈が行われる以上、そこに個人の

暗黙知が介在していることになるので、暗黙知と形式知は明確に分離できるものではな

いともしている。 

このような、暗黙知と形式知を、野中・竹内（1996）は社会的な相互作用を通じて

創造されるものであるという前提のもと、４つの知識変換モードが考えられるとしてい

る。すなわち、図 2-1 に示す、「共同化」「表出化」「連結化」「内面化」である。組織

が持つ形式知／暗黙知は、これらの知識変換モードを経ながら知識スパイラルとして、

絶え間なく循環し、創造されていくものであるとしている。 

組織のめざすべき姿のような、人が持つ暗黙知としての「思い」を、現実にしていこ

うと考えると、これらのモードを経ながら「思い」を共有し、そしてはじめて現実のも

のとしていくことができると考えられる。 

本モデルでは、知識変換モードは示されているが、どのようしたら次のモードへと移

動することができるのかについて、そのメカニズムは示されていない。 
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図 2-1 ４つの知識変換モード（野中・竹内,1996） 

 

この知識スパイラルをまわしていくためには、暗黙知を共有していく必要が生じる。

しかし、野中ら(1996,126)は、暗黙知は、「簡単に他人に伝えることはできない。それ

は、体験によって獲得され、言葉にするのは容易ではないからである。」と説明してい

る。このような暗黙知を共有するためには、『共有が起こるためには個人が直接対話を

通じて相互に作用し合う「場」が必要である。』としている。「場」は、対話と実践とい

う人間の相互作用により、知識を継続的に創造していくために、そうした相互作用が起

こるための心理的・物理的・仮想的空間であると述べている。さらに、場はミーティン

グルームのような物理的空間と捉えられがちであるが、野中らの言う「場」は物理的な

場所を示すのではなく、個別具体の時空間や、そこにいる人々の関係性をも指す言葉で

あると指摘している。(野中ら,2010) 

妹尾ら(2019)は、対象をサービス事業に特化したうえで、SECI モデルを拡張し、知

識創造拡張モデル（KCE モデル）を提案している。SECI モデルは企業内の知識創造

プロセスを扱ってきたと指摘したうえで、外部知をとりいれ、視野を企業外にまで拡張

し、その社内外の相互作用を SECI モデルに組み込んだものである。SECI モデルを企

業内の内部知のエリアと、企業外の外部知のエリアに分け、①洞察 ②創造 ③試作 

④試験 の４つの段階を埋め込んでいる。このモデルは、外部の知を社内に取り込んで、

知識創造は企業内で行うというモデルであるといえる。 

野中ら（2012）は、「場」どうしを結びつける存在としての「場」の必要性を指摘し

ている。これは、バウンダリーオブジェクトとして位置づけられるとしている。バウン

ダリーオブジェクトについては、「バウンダリーオブジェクトとは、異なるコミュニテ

ィーやシステム間の境界（バウンダリー）に存在するモノや言葉、シンボルなどを意味

し、コミュニティー同士をつなぐものである。あるいは新たにコミュニティーを形成す
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るものとして生み出されるものをいう」（野中ら,2012,33）としており、場と場をつな

げることを示す概念であるといえる。 

2.4. 知識空間 

人の持つ知識は、いろいろな分野の知識で構成されており、これらの知識を表現する

ために「知識空間」または「知識空間理論」という概念が定義されていている。この用

語は、数学的な視点、情報処理的な視点など様々な視点で定義、利用されているが。こ

こでは、人が持っている知識について説明する。小坂（2010)や小坂・井川(2010)では、

知識空間を独立な知識を一つの軸にして構成された空間であり、さまざまな分野の知識

を多次元空間として捉える考え方とし、いろいろな知識の融合領域に存在するとしてい

る。知識空間の座標軸としては、相互に関連のない独立な座標軸をとって、人が保有す

るひとつの知識を知識空間内のひとつの点に対応させようというものである。図 2-2

に小坂・井川(2010)にある知識空間の例を示す。 

Belal(2012)らは、この知識空間の概念を製造業のサービス化に適用し、”BtoB” 

and ”BtoC” collaboration model を検証して、提案している。 

知識空間の概念は、人の持つ知識が様々な分野の知識で構成されることを表現するこ

とはできる。また、新しい知識空間が増えた場合も、概念上は軸を追記することで表現

することは可能である。しかし、実際に新しい空間を付け加えようとした場合に、いか

にしてそれを行うかについては言及されていない。 

 

 

図 2-2 知識空間における省エネ・環境サービスの例 (小坂・井川,2010） 
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2.5. サービス価値創造 

2.5.1. サービス価値創造プロセスモデル：KIKI モデル 

サービスにおける価値は、サービス提供者と受益者が、お互いに目的達成のために何

が課題か（サービスのコンテクスト）を「サービス場」として表現し、「サービス場」

を同定することで、相手が必要とするサービスを確認し、サービスを提供する、という

プロセスで創造されるとしているのが、サービス価値創造プロセスである KIKI モデル

（Knowledge sharing related to service system, Identification of service field, 

Knowledge creation for new service idea, Implementation of service idea）（図 2-3）

である。(Zhang.et al.,2012) 

 

図 2-3 KIKI モデル（Zhang,et al.,2012） 

 

具体的には、KIKI モデルは、以下の４つのステップで構成されている。 

ステップ１:K1（Knowledge sharing related to Collaboration）： 

サービス創造のアクターが、共通の目的や環境条件を認識し、「サービス場」の同定に

必要なデータや情報を共有する。 

ステップ２:I1（Identification of service field）： 

「サービス場」を同定する。どういう課題があり、サービスが求められているか？必要

度の高いサービスは何か？（サービスを必要とする文脈、コンテクスト）を評価する。 
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ステップ３:K2（Knowledge creation for new service）： 

ステップ２で示された、必要とされるサービスを、IoT などの IT でいかにして提供す

るかを検討する。これは、新たなアイデアの創造にあたる部分である。IT ソリューシ

ョンサービスでは、提供するソリューションに相当する。 

ステップ４:I2（Implementation of new service）： 

ステップ３で考案したソリューションを顧客に提供する。提供されたソリューションが

相手側の企業内部に取り込まれる。これにより、サービス創造活動の目的を達成できる。 

 本プロセスモデルは、四つのステップを定義しているだけであり、そのステップを進

んでいくには、どのようにしたら良いかという点については言及していない。 

尚、野中ら(1996)の知識創造プロセスは、暗黙知―形式知の変換プロセスモデルであ

るが、この KIKI モデルは、必要とされるサービスの文脈を明らかにして、価値のある

サービスを考えるというサービス価値のプロセスであるという点で異なっているとさ

れている。 

 

2.5.2. MUSE 

MUSE は、株式会社 ActConsulting で西岡らによって開発された「サービス指向要

求開発方法論(MUSE ; Methodological Universe for the Services Environment)であ

り、IT サービス化のための方法論として開発された。MUSE はコミュニケーションツ

ールとモデリングツールで構成される、IT 化構想フェーズで活用できるツール群であ

る。（Nishioka&Kosaka,2014）（西岡,2010) なお、IT 化構想フェーズについては、次

節にてレビューする。 

MUSE コミュニケーションツールは、前述した KIKI モデルの K1、I1 ステップにお

ける討議で用いるものである。このツールは KJ 法を拡張して作られており、他者の意

見の意図を汲み取って自分の意見として発言しあうところに特徴があるとされている。

これは、匿名で他者の意図を代弁する手順が含まれているため、声の大きさや職位、経

験などに引きずられることがないようにという意図で考案されている。また、「座長」

が置かれ意見の「採用／却下」を判断する権限が与えられる。これによって、発言者は

自分の意見が採用されるよう何とか座長の説得を試みるなどゲーム感覚で議論ができ

るよう工夫されているツールである。本ツールを使った討議の手順は以下のとおりであ

る。 

 ①カード（付箋紙）に各自の意見を書きだす 

②カードを集め、各自に他者のカードが平均的に行き渡るように混ぜ、配る 

③座長の仕切りのもと、参加者でカードに書かれた意見について議論しながら、同

類のカードを集め、MUSE 用紙に貼る。これをカードがなくなるまで、座長を交

代しながら繰り返す。 
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④すべてのカードを出し終えたら、同類のカード群にカテゴリータイトルをつける 

⑤カテゴリー間での関係性を連関図として示す。 

MUSE モデリングツールは、KIKI モデルの K1、I1 ステップでサービス場を描くツ

ールとして用いる。IT サービス化の対象となる業務について、その役割の担い手であ

るエージェントとその機能、そこで扱う情報を関係者、部門とのかかわりを含めて全体

像を業務モデリング図（現状）として作成する。次に、できあがった全体像を関係者と

ウォークスルー(仮想的に歩く)し、最終顧客にサービスを提供するに至る企業内のサー

ビスの連鎖および外部から提供されるサービスを俯瞰する。さらに、３つの視点での討

議を行って、あるべき姿として業務モデリング図（将来）を作成する。その３つの視点

は次のとおりである。 

  ①向かうべき方向 

  ②しがらみからの脱却 

  ③今後の評価尺度 

 

このように、MUSE は IT ソリューションサービスにおけるサービス価値創造の方法

論として、KIKI モデルの K1、I1 プロセスで用いられることがわかる。しかし、MUSE

がこれらのプロセスで、いかにして効果をあげている方法論なのかということについて

は明らかにされていない。 

2.5.3. IT ソリューションサービスにおける目的価値と機能価値 

西岡ら(2013)は、IT ソリューションサービスの価値について、「目的価値（Objective 

Value）」と「機能価値（Functional Value）」が存在し、それらの間には連鎖があると

している。 

 目的価値とは、IT ソリューションサービスの受益者が、サービスを受けた結果とし

て獲得した IT システムならびに関連するサービスを活用して到達する最終目的として

の価値であると定義している。また、機能価値は IT ソリューションサービスの提供者

が、その受益者に提供する IT システムならびに関連するサービスで実現する機能が有

する価値であると定義している。これらふたつの価値の関係を図 2-4 に示す。 

 IT ソリューションサービスは、「IT 化構想フェーズ」と「IT 化実現フェーズ」で成

り立っており、IT 化構想フェーズで、企業あるいは事業のあるべき姿（To Be）を明ら

かにすることにより目的価値を発見する。そして、IT 化実現フェーズでは、目的価値

を機能価値に変換する。これは、IT ソリューションサービスでは経営課題を解決する

ことが目的価値に相当し、IT システムは経営課題を解決するための一手段でしかなく、

そのための機能を提供するにすぎないという考え方である。また、IT システムのみな

らず、組織・体制、ルール、人材、環境なども機能価値の提供手段であり、それらの相

互作用で目的価値が達成できると考えることができる。 
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目的価値の発見は、KIKI モデルのステップ２（I1）に対応する。機能価値の検討は、

課題を解決するにはどういう機能が必要かを明らかにするもので、ステップ３（K2）

に対応する。IT ソリューションにおけるサービス価値創造は、KIKI モデルにおいて、

目的価値と機能価値を明らかにするプロセスでもある。(西岡・山村(2010)) 

ここで、IT 化構想フェーズと IT 化実現フェーズについても補足しておく。（西岡 2010）

(西岡・山村 2010) 

(a) IT 化構想フェーズ： 

目的価値をみいだし（要求開発）、機能価値に展開する。 

企業、組織の目指す将来像から IT 化の目的価値を導き出し、旗印として掲げ、目

的価値を実現する手段としての IT システムならびに関連するサービスに求める

機能価値を明らかにする段階。これらを明らかにするためのコンサルティングサ

ービスなどが含まれる。 

(b) IT 化実現フェーズ： 

機能価値を実現し（開発・運用）、目的価値を実現する（活用）。 

IT 化構想フェーズで導かれた概念レベルの機能価値を起点に、サービスの実現構

造を展開し、実現する段階。ここには、システム開発サービス、システム運用サ

ービス、コンサルティングサービスなどが含まれる。 

 

 

図 2-4 目的価値と機能価値の連鎖（Nishioka&Kosaka,2013） 
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2.5.4. バリューオーガナイザー 

サービス価値の共創については、いくつかのモデルが考案されている。これらに示さ

れているサービス価値の共創モデルは、サービスの提供者とサービスの受益者による二

者間について述べたものである。この二者間のサービス価値共創を促進させる要素とし

て、第三世代のサービス研究会（2017,188)では「バリューオーガナイザー」を「複数

のステークホルダーの関係性を見通して、課題と新しいサービス価値を発見し、その実

現のために関係者を動かす人である。」と定義し、これを提案している。バリューオー

ガナイザーは、サービスの提供者とサービスのユーザーをつなぐものとして第三者的に

働く必要があるとし、サービスの実現に向け、次の３つの役割を持つとしている。 

① 解くべき課題の発見 

② サービスのコンセプトの明確化 

③ サービスのコンセプトの実装をオーガナイズする 

また、サービス価値はサービス提供者とサービス受益者によって創造される(共創)もの

とし、そのサービス価値共創は継続的に改善されるものであり、そのスパイラルプロセ

スを仕組みとして作りこむ人であるとしている。このように、バリューオーガナイザー

の機能や役割については明記されているものの、実際にバリューオーガナイザーがどの

ような行動をしているかについて、分析されているものはない。 

2.6. テクノロジーインテリジェンス 

2.6.1. テクノロジーインテリジェンスとは 

Lichtenthaler(2003)は、機会と脅威そして意思決定に着目し、「テクノロジーインテ

リジェンスのゴールは、企業の環境から取得した技術動向に関する情報をすみやかに提

供することを通じて、潜在的チャンスを十分に引き出すことと、潜在的脅威から身を守

ることである。さらに、テクノロジーインテリジェンスは、企業の技術に関する決定な

らびに、より一般的な意思決定のために役立つ技術動向に関係する情報を獲得し、分析

し、伝達することを目指している。」としている。また、Savioz(2004)もほぼ同様に、

「テクノロジーインテリジェンス活動は収集、分析、普及によって、組織のおかれてい

る環境の技術的な事実や傾向についての関連情報をタイムリーに活用することで、技術

的、経営的な課題に対する意思決定を支援するものである。」と定義している。一方、

Kerr ら(2006)は、テクノロジーインテリジェンスの目的が技術的な脅威を警告するこ

とに言及した上で、それに加えて技術的な機会のポテンシャルを識別することであると

している。菅澤(2008)は、これらを統合した形で、「テクノロジーインテリジェンス活

動は企業環境の技術的な事実やトレンドとしての機会あるいは脅威に関連する情報の

獲得、分析や普及を適宜に準備することで、技術および一般の経営意志決定をサポート

する活動である」と定義している。 
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ここまでみてきたように、テクノロジーインテリジェンスは技術的・経営的な意思決

定を支援するための活動であり、そのために企業にとっての技術的な、脅威と機会の両

方の側面をとらえようとする活動であるという点で、いずれの定義についても共通であ

るということができる。 

本研究では、ここに挙げたいくつかの定義が統合されてきているという視点から、菅

澤(2008)の定義を、テクノロジーインテリジェンスの定義とする。 

2.6.2. テクノロジーインテリジェンス活動のプロセスモデル 

 テクノロジーインテリジェンス活動のプロセスを、Tschirky (2005)の中で

Lichtenthaler は、4 つのサブプロセスからなると説明している。すなわち、情報ニー

ズの確定、情報の収集、情報の分析、および情報の伝達である（図 2-5）。まず、情報

ニーズの確定プロセスでは、意思決定者による情報の範囲を制限し、要件を明確にする。 

次に、情報の獲得プロセスでは、情報ニーズの確定プロセスで特定された要件に基づい

て、必要な情報を収集する。3 番目に、情報の分析プロセスでは、収集した情報の重要

性を見積もる。最後に、テクノロジーインテリジェンスのプロセスの結果を、意思決定

者（テクノロジーインテリジェンスの消費者）に伝達することで完了する。 

 

 

図 2-5 テクノロジーインテリジェンスの活動プロセス（Tschirky,2015） 

 

Kerr ら(2006)は、図 2-6 に示すように、さらにこれらのプロセスを細分化するとと

もに、情報の分析結果が情報の要求者に提供されるタイミングで、情報ニーズを調整

（Co-ordinate）し、またサイクルがまわるという、コンセプトモデルを提示している。

これは、情報の要求者に識別された技術的なギャップやニーズをそれまでのテクノロジ

ーインテリジェンス活動の結果からフィードバックされたことを統合することを意味

している。さらに、このサイクルを回している間に、新たなニーズとなる新しい情報の

分析結果を得た場合に、意思決定者である情報の要求者へアラーﾄとして報告するとい

う点が明確に加えられている。本モデルの特徴は、テクノロジーインテリジェンス活動

のプロセスは、フィードバックを受けながらサイクルをまわしていく点（イテレーショ

ン）と、テクノロジーインテリジェンス活動によって、新たに識別されたアラートが情

報の要求者へ報告される点にある。 

 



25 

 

 

図 2-6 テクノロジーインテリジェンスのコンセプトモデル（Kerr,et al.,2006） 

 

さらに、昨今では、最初のフェーズである「情報ニーズの獲得」すなわち、テクノロジ

ーインテリジェンスのサービスの受益者である意思決定者が、情報のニーズを明確にで

きないことがでてきている。このような場合に、情報ニーズの確定フェーズの前に、情

報ニーズの探索をテクノロジーインテリジェンスサービスの提供者と受益者が協同で

実施し、その結果を情報ニーズとして確定するプロセスを成瀬(2010)は提案している。

そのモデルを図 2-7 に示す。このプロセスでは、情報の獲得は分析など実行しなけれ

ばならない事項についての記載はあるが、実際にはどのように各プロセスを実行したら

良いのかという視点についてまで言及されていない。 
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図 2-7 テクノロジーインテリジェンスのフロントローディングモデル（成瀬,2010） 

 

2.7. 異なる知識の共有 

高垣(2016)は、企業間の境界における組織的な知識創造について、「プロジェクト・

リーダー」の役割の重要性は、異なる知識領域の境界間の「仲介者（Boundary Spanner）」

として、異なる分野間コミュニケーションを促進させる「境界マネジメント（Boundary 

management）」を適切に行うことであるとしている。しかし、どのようなマネジメン

トをいかにして行うかについては示されていない。また、専門知識をもったメンバー間

の知識創造の「場」についても、その特徴として専門性が高くなるに従って、オープン

性と継続性がより必要になるとし、「場」の設定とマネジメントが「知識のまとめ役

（Knowledge Facilitator)」の役割であるとしながらも、課題の提示のみとなっている。

次に、吉村・吉川(1993)は、製品設計において他の技術者や他のグループとコラボレー

ションをすることは、知識の範囲を広げ、新しい製品を効率的に開発するための有望な

戦略であるとしている。その上で、コラボレーションによって、共有できる知識が明確

である時に、コラボレーションによる効果を定量評価する方法を示している。この研究

では、共有できる知識がわかっている中での研究であり、いかにしてコラボレーション

により知識を共有するかについては言及されていない。 

2.8. まとめ 

 本章では、本研究の対象である IT ソリューションサービスについて確認し、本論文

における基本的な知識科学的な概念として、知識創造プロセス、場、知識空間、バウン

ダリーオブジェクト、について概観した。バウンダリーオブジェクトは、異なる場どう
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しをつなぐためのオブジェクトであるとしている。しかし、場に人が存在し、場と場を

つないだだけでは、何も起こらないので、異なる場に存在している人が知識共有や知識

共創を実施なければならない。バウンダリーオブジェクトはその点については示されて

いない。 

次に、サービスの視点から、目的価値と機能価値、サービスの価値創造プロセスとし

て、サービス価値創造プロセスモデルを概観した。これはサービス価値を創造するため

のプロセスについて示されているが、ビジネス上発生しているビジネス課題を IT ソリ

ューションへ反映し、一方で、IT やソリューションの知識をビジネス課題の解決策に

つなげるといった点については示されていない。 

 最後に、本研究の対象の中で現れてくる、MUSE とテクノロジーインテリジェンス

については、その概要を確認した。 

 

第3章 IT ソリューションサービスにおける課題と仮説モデル 

3.1. はじめに 

本章では、まず、本研究の対象である「IT ソリューションサービス」について定義

する。次に、IT ソリューションサービスの抱える課題を明らかにする。そして、その

課題を解決するための仮説モデルを設定し、その仮説モデルを検証するための方法を説

明する。その検証方法に基づいて、４章～６章で事例解析を行う。 

3.2. IT ソリューションサービスとは 

一般社団法人電子情報産業協会(2001)ではソリューションを顧客の経営課題を、情報

技術（IT）と専門家によるプロフェッショナルサービスを通して解決するビジネス技法

であると定義している。そして、ソリューションを提供するソリューションベンダーは、

顧客の経営課題を解決する技法（ノウハウおよび商品群）がなければならないとしてい

る。本論では、このソリューションを顧客に提供するサービスを「IT ソリューション

サービス」と定義する。さらに、IT ソリューションサービスを実行するフェーズは次

のふたつに分けられる。第１のフェーズは顧客の経営課題を発見し（目的価値の明確化）、

IT を活用したその解決策を見つけ出し、IT システム化に向けた機能価値を定義するフ

ェーズであり、「IT システム化構想フェーズ」である。第２のフェーズは、機能価値に

基づいて具体的にＩＴシステムを開発する「IT システム化実現フェーズ」である。目

的価値と機能価値については、図 2-4 に示したように、企業あるいは事業のあるべき

姿（To Be）を明らかにすることにより、目的価値を発見し、IT ソリューションを、目

的価値を実現するための機能価値を提供する手段の一つと捉えることができる。IT の

みならず、組織・体制、ルール、人材、環境なども機能価値の提供手段であり、それら
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の相互作用で目的価値が達成できる。目的価値の発見は、KIKI モデルのステップ２（I1）

に対応する。機能価値の検討は、課題を解決するにはどういう機能が必要かを明らかに

するもので、ステップ３（K2）に対応する。従って、IT ソリューションにおけるサー

ビス価値創造は、KIKI モデルにおいて、目的価値と機能価値を明らかにするプロセス

でもあるといえる。 

3.3. IT ソリューションサービスにおける課題 

IT ソリューションサービスは、目的価値と機能価値の明確化が必須であるが、その

ための課題は、（１）情報処理技術を適用して解くべき課題（目的価値）が企業の実務

者自身でも明確に意識できていない、（２）情報処理技術をどのように企業に適用して

事業に対する効果をあげるかに対しては、IT 技術者自身に企業の実務に関する知識が

ない、などが挙げられる。（１）については、形式知化されていない課題を把握するた

めには暗黙知を暗黙知のまま理解する方法（共同化）が考えられる。（野中、竹内 1996）

IT ソリューションの場合、最終的には情報処理システムを整備してその中で課題の解

決を実現していくことになるので、機能価値を明確にする必要がある。従って、この方

法では不十分であり、暗黙知を形式知化して把握する必要がある。また、IT コンサル

タントやシステムエンジニア（SE）は、ベンチマーキングと呼ばれるベストプラクテ

ィス（優良事例）と比較分析することによって改善に向けた課題を明らかにしようとす

る手法を活用するケースもある。ベンチマーキングでは、ベストプラクティスとして同

業他社を比較対象とするケースもあるし、まったく異業種を比較対象とするケースもあ

る。（杉浦,2011,203）しかしながら、いかにしてベストプラクティスから課題を明確に

するのか、そのメカニズムは明らかになっていない。従って、IT コンサルタントや SE

がこういった手法を経験的に活用しても、必ずしも良い分析結果が示されるとは限らな

いのである。 

次に（２）についても、課題の解決策としての IT ソリューションを企画するため、

すなわち、目的価値を明らかにするためには企業の業務を十分に知っている必要がある。

しかし、一般的に企業の業務知識はその企業のほうが IT サービスプロバイダーに比べ

て豊富に保有していることは、（２）は避けられない課題である。ここで、IT ソリュー

ションサービスに関するアクターが持つ知識体系の違いによる課題を明確にするため

に、知識空間（knowledge space）概念を導入する(Belal et.al., 2012)。知識空間は、

ソリューションを考える知識体系を空間概念で示したものである。IT ソリューション

サービスの課題は、図 3-1 に示すように、IT ソリューションの目的価値の発見に必要

なビジネス領域における知識を持つ人（企業実務者）と、課題を解決する IT 知識を持

つ人（IT 企業の専門家）が、まったく別の知識空間を持つために生じる問題である。

特に企業のビジネス課題である目的価値を形式知として表出し、共通の知識で構成され

る知識空間（共通の知識空間）で 
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図 3-1 IT ソリューションに対する二つのタイプの知識 

 

アクターがこれを共有することが必要となる。また、共通の知識空間の中で、IT の可

能性を企業のビジネス現場で認識することも必要となる。しかし、これを解決するため

には、２つの異なった知識空間を持つアクターを、共有する知識空間で議論できるよう

なしくみを考案し、ビジネス課題の知識を IT やソリューションへ反映し、IT やソリュ

ーションの知識をビジネスの課題の解決へ繋げるような知識マネジメントの課題解決

手段を KIKI モデルのプロセスに内在させる必要がある。 

3.4. IT ソリューションサービス価値創造メカニズムの仮説モデルの生成 

IT ソリューションサービスを検討するには、サービス価値創造プロセス（KIKI モデ

ル）のみでは不十分で、IT ソリューションサービスに関するアクターの持つ知識をマ

ネジメントし、それを KIKI モデルに結びつける知識マネジメントが重要であることを

「3.3 IT ソリューションサービスにおける課題」で述べた。 

ビジネス現場を知る企業実務者と IT技術知識を持つ IT技術者が議論できるようにす

るためには、これらのアクターの知識が共有できる共通の知識空間の構成が必要となる。

さらに、目的価値と機能価値を明らかにする必要があり、そのためは企業実務者や IT

技術者らが保有する形式知のみならず、暗黙知も導出するような知識マネジメントが必

要となる。そして、これをサービス価値創造プロセスに結びつけていかなければならな

い。IT ソリューションサービスを検討するには、こうしたプロセスマネジメントと知

識マネジメントが必要であるが、これらのマネジメントは、企業実務者の持つビジネス

知識、IT ソリューションサービスの提供者が持つ IT 技術知識とは異なる、以下のマネ

ジメントの知識を必要とする。 

(a)アクター共通の知識空間の設定 

異なる知識空間を持つ企業実務者（IT ソリューションサービスの受益者）と IT ソリ
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ューションサービスの提供者、共有の知識空間としての場において、議論し IT ソリュ

ーションサービスの知識創造ができるようにするための、場の設定。 

(b)知識共創のマネジメント 

アクター間で知識を共有し新たな知識を創出するために、アクターそれぞれの知識空

間で、形式知もしくは暗黙知として認識されている知識を、共通の知識空間に引き出す

ためのマネジメント。 

そこで、これらの要素を組み込んだ、サービス価値創造プロセスと知識マネジメント

からなる IT ソリューションサービス価値創造メカニズムの仮説モデルを図 3-2 に設定

する。ここでは、これらのマネジメントを行う役割をバリューオーガナイザー（VO）

（平井,2017）が担うものと定義する。バリューオーガナイザーは、企業実務者や IT シ

ステム提供者と別の組織で担う場合もあれば、企業実務者や IT システム提供者自身が

その役割を兼務しても良い。バリューオーガナイザーは、プロセスマネジメントと知識

マネジメントの二つの機能を担っている。プロセスマネジメントと知識マネジメントは

表裏一体の関係なので、バリューオーガナイザーの知識マネジメント機能がどのような

もので、それをどのように実現するのかを明確にすれば、3.3 章で述べた課題を解決す

ることができる。第４章以降で、バリューオーガナイザーの知識マネジメントの機能が

どのように実現されているかを、IT ソリューションサービスの事例分析を通じて明ら

かにする。 

ここで、図 3-2 にについて説明する。まず、この仮説モデルには、IT ソリューショ

ンサービスのプロバイダーである「IT ソリューションプロバイダー（IT 技術者）」と、

そのサービスの受益者である「顧客（企業の実務者）」、ならびにその二つをつなぐ「バ

リューオーガナイザー」が存在する。これらを、アクターと呼ぶ。バリューオーガナイ

ザーは、サービス価値創造のためのプロセスマネジメントとその知識マネジメントを実

行する必要があると考えられる。3.3 章で述べたが、KIKI モデルはサービス価値創造

のためのプロセスを示しているに過ぎず、それを実際に実行することは、すなわち異な

る知識を持つアクターを含めた知識マネジメントを実行することにほかならない。そし

て、これらのアクターが知識を共有・共創するための知識空間としての場と、これらの

アクターが知識を共有・共創した結果として目的価値や機能価値を作りだせるようにす

るマネジメント機能が必要となってくる。それらを図に示したものが IT ソリューショ

ンサービス価値創造メカニズムの仮説モデルである（図 3-2）。
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図 3-2 IT ソリューションサービス価値創造メカニズムの仮説モデル 

3.5. 仮説モデルの検証方法と事例の選定 

3.5.1. 仮説モデルの検証方法 

(１) 検証項目 

本節では、図 3-2 として提示した IT ソリューションサービスの価値創造のメカニズ

ムの仮説モデルの妥当性について、何をもって判断するか、その検証方法について説明

する。 

まず、本仮説モデルにおけるアクターである。本仮説モデルには、IT ソリューショ

ンサービスを提供する「IT ソリューションサービスプロバイダー」に属する IT 技術者

と、そのサービスの受益者である企業実務者の存在が必須である。また、マネジメント

機能を担っていくアクターとしてバリューオーガナイザーが存在する必要がある。この

時、注意しなければならないのは、これらのアクターはそれぞれ異なる知識空間を持っ

ているという点と、バリューオーガナイザーは前述したとおり、バリューオーガナイザ

ーとして単独で存在しても良いし、IT 技術者または企業事務者がその役割を担うこと

もできる点である。 

次に、バリューオーガナイザーが担う知識マネジメント機能として、(a) アクター共
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通の知識空間としての場の設定と、(b)知識共創のマネジメント が組み込まれ、実行

されていなければならない。具体的には(a)としては異なる知識を持つ複数のアクター

がひとつの場で議論が行えるように、場が設定されていることである。(b)としては異

なる知識を持つ複数のアクターが、それぞれの知識を相互に共有し、その結果として新

しい知識を生み出すことを促進する行為を行っていることである。 

最後に、(a)(b)の行為を実行するアクターが存在しなければならない。 

以上が事例の中で検証できれば、図 3-2 で説明した仮説モデルの有効性が検証できた

といえる。 

これらをまとめると、表 3-1 のようになる。 

 

表 3-1 仮説モデルの検証項目 

 検証項目名 検証の観点 

1 異なる知識を持

つアクターの存

在 

IT ソリューションサービスのプロバイダー、同サ

ービスの受益者が、サービス価値共創のアクター

として存在していること。 

2 「知識空間」と

しての場の設定 

異なる知識を持つ複数のアクターがひとつの場で

コミュニケーションが行われるように、場が設定

されていること 

3 「知識共創」の 

マネジメント 

異なる知識を持つ複数のアクターが、それぞれの

知識を相互に共有し、その結果として新しい知識

を生み出すことを促進するようなマネジメント行

為が行われていること 

4 バリューオーガ

ナイザーの担い

手 

上記のアクター共通の「知識空間」の設定と、「知

識共創」のマネジメントとを実行する主体者とし

てのアクターが存在すること。 
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(２) 検証方法 

分析に用いるデータは、各事例について、半構造化インタビューまたは文献から収集

する。事例と収集データは表 3-2 に示す。 

 

表 3-2 収集データ 

 分析対象 インタビュー対象者 文献 

事例 1  ユーティリティ企業

の IT 化事例 

コンサルティングを専業とする

企業に所属し、「設計事務所」と

して MUSE を活用している IT

コンサルタント 

ActConsulting Web ページ 

西岡(2010) 

西岡・山村(2010) 

西岡・山村(2013) 

Nishioka & 

Kosaka(2014) 

第三世代のサービスイノベ

ーション研究会(2017) 

事例 2  CRM 業務改革コン

サルティング事例 

大手 IT ベンダーのコンサルティ

ング事業部に所属し、CRM 業務

改革コンサルティングを担当し

ていた IT コンサルタント 

対象企業のコンサルティン

グプロセスのマニュアル 

事例 3 病院業務改善コンサ

ルティング事例 

システムインテグレーション企

業に所属するコンサルタント 

－ 

事例 4 テクノロジーインテ

リジェンス活動事例 

－ 成瀬(2010) 

 

本研究では、事例１、事例 2、事例 3 で半構造化インタビューを実施した。 

インタビューの基本的な質問は以下の通りである。 

（質問１）あなたの基本的なコンサルティングプロセスは何ですか 

コンサルタントの作業プロセスの確認することが目的。 

（質問２）どのようにして顧客の要求/意見を得ますか？ 

コンサルタントが顧客の仕事に精通していない場合（コンサルタントは顧客

の問題に関する知識を持っていないことが多い。）顧客の知識なしに要求/意

見を得ることは困難であり、これがこの質問をする理由である。この質問の

中で、顧客の要求／意見を引き出すために工夫している点や、どのような場

で顧客とのコミュニケーションを持っているのかをインタビューしている。 

 

前述のとおり、収集したデータに対して、解釈をし、その解釈をもとに表 3-1 の観点で
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コード化を行った。その結果をもとに、それぞれの観点が実際に事例の中で認められる

か否かを確認した。なお、コード化にあたっては、フリック(2002)が示しているように、

収集したデータに対して意味がありそうな部分についてオープン・コード化を行い、こ

こで集めたコードから妥当性検証に必要なカテゴリーを形成し、それに対するコードを

生成して、そのコードに基づいて focused-coding を行った。 

3.5.2. 事例の選定 

事例の選定にあたっては、以下の点に留意して事例を選定した。 

第一に、IT ソリューションプロバイダーとサービスの受益者である顧客が異なる知識

を持っていると考えられること。第二に、IT ソリューションプロバイダー側の IT に関

する知識や最終的な事業目的について、その形態の違いから４つのパターンを選定した。

①製品（ソフトウェアやハードウェア）・サービスなどを開発・製造・販売し、さらに

システム全体の開発（システムインテグレーション（SI））まで提供している企業が提

供する IT ソリューションサービス、②自社で製品・サービスの開発は行わず、システ

ムインテグレーションのみ行う企業が提供する IT ソリューションサービス、③自社製

品も持たず、システムインテグレーションも行わずコンサルティング事業などのみのサ

ービスを提供している企業が提供するサービス ④社内において、意思決定者を支援す

る IT ソリューションサービス。これらの詳細について、表 3-3 に示す。 

 また、各事例について、IT ソリューションサービスプロバイダーの形態と、そのサ

ービス提供に求められる知識領域について、図 3-3 に示す。この図は、縦軸に各事例

のＩＴソリューションサービスに求められる知識領域をとり、上方向が業務知識、下方

向がＩＴ知識に求められていることを示している。これについて、各事例をサービスプ

ロバイダーの形態として、必要な知識領域の概念を示したものである。 
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表 3-3 事例選定の考え方 

 サービスの提供先 対象企業の事業 対象の詳細 

 
社外 社内 

製品の

製造 
SI 

コンサル

ティング 

事例１ ○ － － － ○ コンサルティング専門企業である

Act Consulting 社による MUSE

方法論を活用した IT コンサルテ

ィングサービスの事例。IT コンサ

ルタントとして、システム化の構

想段階からシステム開発～運用ま

で一貫して設計事務所として参画

している事例。 

事例２ ○ － ○ ○ ○ 大手ベンダーのコンサルティング

部門による CRM 業務改革コンサ

ルティング。最終的には、当該ベ

ンダーは自社製品を適用した

CRM システムの販売を視野にい

れ、その上流段階としての IT コン

サルティングサービスの事例。 

事例３ ○ － － ○ ○ システムインテグレーターのコン

サルタントによる IT コンサルテ

ィングサービスの事例。最終的に

はシステム開発の受託をめざす。 

事例４ － ○ － － － 大手ベンダーの金融システム向け

のシステム開発事業を行う組織内

で、技術企画スタッフと呼ばれる

企画担当者が組織トップに対して

意思決定支援を行うテクノロジー

インテリジェンスサービス（組織

トップが必要な技術情報等を収

集・分析して提示するサービス）

に関する事例。 
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図 3-3 サービス提供に求められる知識領域 
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第4章 コーディネータがＩＴサービス価値共創を支援する事例分

析：事例１ 

4.1. はじめに 

本章では、コーディネータとしての設計事務所がＩＴサービス価値共創を支援するツ

ールである MUSE (Methodological Universe for the Services Environment) (以下、

MUSE)を活用して、ユーティリティ企業に対する IT コンサルティングサービスを行っ

た成功事例を分析する。事例分析のためのデータ収集は、西岡(2010)、西岡(2013)、西

岡・山村(2010)、Nishioka & Kosaka(2014)、第三世代のサービスイノベーション研究

会(2017)の文献情報と、コーディネータである西岡氏に対する半構造化インタビューに

より、必要な情報を収集した。そして、収集した質的データをコーディングし、第 3 章

で論じた仮説に示されている４つの要素である、①異なる知識を持つアクターによる共

創、②「場」の設定、③「知識」マネジメント、④バリューオーガナイザーの担い手に

ついて、どのように実現されているかについて分析した。 

本事例は、IT コンサルタントが複数のステークホルダーの間に立って、「サービス指

向要求開発方法論 MUSE」を活用してサービス価値共創を行う事例であり、MUSE の

機能が重要な役割を果たす。従って、まず、事例分析の最初に、MUSE についてその

概要を説明し、次に MUSE を活用した内容について説明する。それに基づいて、前述

の 4 つの要素が、本事例の中でいかに実現されているかを分析する。 

4.2. 事例の概要 

4.2.1. MUSE の概要 

MUSE は、株式会社 ActConsulting で西岡らによって開発された「サービス指向要

求開発方法論(MUSE ; Methodological Universe for the Services Environment)であ

る。 

MUSE には設計事務所という概念が導入されている。西岡(2010）は「設計事務所」

という言葉を建築業界から借りてきたものであるとし、IT 化サービスにおいても、施

主の立場に立ち、IT 化の目的価値(後述)を実現するまで伴走することを意図して、その

役割に設計事務所という名称を付けている。設計事務所は、企業が IT 化を行う際に、

IT 化の構想をまとめ、実際に IT システムの開発が完了し、目的価値を実現するまでの

一連の活動の中に登場する。IT ソリューションサービスでは、「サービスライフサイク

ル全体を通して、一貫した視点から IT ソリューションサービス全体を鳥瞰して観察す

ることが不可欠である。」と西岡(2014)らは指摘しており、その主要な役割は、図 4-1

に示すように、IT サービスプロバイダーや顧客との価値共創である。設計事務所の重
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要な役割は、顧客が「目的価値」を追求するために、参加するすべての関係者を管理お

よび調整することである。なお、「設計事務所」という名称はその役割を表しており、

誰が演じるかは問題ではないということである。設計事務所の考え方は、バリューオー

ガナイザーのそれと同等であり、本事例では設計事務所をバリューオーガナイザーと考

えることができる。 

 

 

図 4-1 IT ソリューションサービスにおけるサービスエージェント間の価値共創の関係

（西岡,2014） 

 

次に MUSE の方法論について、Nishioka&Kosaka(2014)ならびに西岡(2010)に基づ

いて説明する。MUSE は 1990 年に最初はデータモデリングツールとして開発され、そ

の後拡張されて、現在のコミュニケーションツールとモデリングツールで構成されるよ

うになり、IT 化構想段階で活用されている。IT 化構想段階とは、現状分析を行い、企

業活動の目的価値のあるべき姿を明らかにした上で、その実現を支える IT システムや

その運用をはじめとする機能価値に展開する段階のことである。（図 2-4） 

IT 化構想策定段階のプロセスは図 4-2 に示す通りである。このプロセスは６つのス

テップに分けることができる。また、これらのステップは、先行文献調査で示したサー

ビス価値共創プロセスの KIKI モデルのプロセスに対応させることができる。ステップ

１、ステップ２の目的は現状（現状のビジネスの状況や課題など）の理解とステークホ

ルダー間の認識の共有である。ステークホルダーは、これらのステップで解決されるべ
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き顧客の問題を相互に認識し、現状(AsIs)モデルとして記述する。（KIKI モデルの K1

プロセスに対応）次にステップ３では現状および将来の環境における部門のビジョンと

最終目標を明確にした将来(ToBe)モデルをステークホルダー間で検討する。ステップ４

では、将来のビジョンと最終目標をブレークダウンし、モデル化する。IT ソリューシ

ョンサービスの目的価値をこれらのステップで明確化する。（KIKI モデルの I1 プロセ

スに対応）その後、ステップ５で目的価値を機能価値に変換し、最後にステップ６で

IT 化の実現計画を検討し、IT 化構想としてまとめるのである（KIKI モデルの K2 プロ

セスに対応）。設計事務所は、MUSE を用いて関係者を巻き込み、現状を関係者の共有

認識とし、あるべき姿と IT 化構想について合意形成を促すファシリテータの役割を担

っている。 

 

 

図 4-2 IT 化構想策定のプロセス（第三世代のサービスイノベーション研究会,2017) 

 

MUSE はステップ１やステップ３ではコミュニケーションツールとして利用するこ

とができる。現状の課題や将来の最終目標を、３つの階層(例えば、経営者、中間管理

職、現場)のメンバーが作業会を開催し、それぞれの立場から自部門の現在と将来を語

り、業務の目的、業務の変革、IT 化の方向性、効果などについて、ブレインストーミ

ングを使いながら繰り返し討議する。ここでのコミュニケーションの目的は、事業環境
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の共有や、ステークホルダーの共創による課題の発見である（KIKI モデルの K1 プロ

セスに対応）。その討議結果を、ツリー構造の連関図に表現し、一覧する（図 4-3）。な

お、MUSE ではブレインストーミングと KJ 法をポストイットと匿名性のディスカッ

ションを使って組み合わせて拡張している。 

 

図 4-3 MUSE 連関図の例（第三世代のサービイノベーション研究会,2017) 

 

MUSE モデリングのステップの詳細は西岡・小坂(2014)に記載されているが、ステ

ップ２、ステップ４ではモデリングツールとして利用できる。企業の業務全体を俯瞰す

る業務モデリング図（図 4-4）を描き、設計事務所とステークホルダーが、業務モデリ

ング図上をウォークスルーする（仮想的に歩く）ことによって、業務のムリ・ムダ・ム

ラ、業際の課題を発見し、改善を図る。これらのプロセスを通じて、目的価値を標語化

し（KIKI モデルの I1 プロセスに対応）、目的価値を実現する IT 化の機能価値に展開

するのである（KIKI モデルの K2 プロセスに対応）。 

MUSE の４つの特徴を以下に示す。 

(1) 民主的 

(2) ゲーム性 

(3) 短期・集中型 

(4) ブレークスルー 

これらの特徴は、MUSE の以下のような処理プロセスによって実現されている。す

なわち、匿名のディスカッションでは、参加者はディスカッションが終了するまで、年
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齢、性別、経験、権力、または声の大きさ制約を受けないで他の人の意見を深く考え、

理解することができる。アクターの持つ知識（暗黙知を含む）を表出・共有させるため

の工夫は、①匿名性のブレインストーミングでは、現状とあるべき姿を繰り返し討議す

ることによってアクターに刷り込む点、また、②全体像の俯瞰とウォークスルーにより、

「部分」ではなく「全体」の視点からのものごとを捉える点にある。知識の体系化では、

同類の意見にタイトルを付け、タイトルどうしの関係をツリー構造の連関図に表わし、

討議内容を可視化する点に工夫がある。 

 

 

図 4-4 MUSE モデリングの例（第３世代のサービスイノベーション研究会,2017） 

 

既に記述したが、MUSE の方法論はサービス価値共創プロセスを示した KIKI モデ

ルに対応している。MUSE は KIKI モデルの実現と見なすことができる。ステップ１、

ステップ２は K1 に対応し、ステップ３、ステップ４は I1 に対応する。なぜなら「目

的価値」の明確化は I1（顧客の要求に関連して解決されるべき課題の特定）および K2

（新しいサービスアイデアのための知識創造）に対応する。したがって、ステップ 5 は

K2 に対応し、ステップ 6 は I2 に対応する。 また、顧客と IT プロバイダーの両方を

知っている「設計事務所」の役割は、KIKI プロセスを進める上で重要であるとしてい

る。 
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4.2.2. ユーティリティ企業の IT 化事例の概要 

(１) ユーティリティ企業の IT 化事例の体制 

株式会社 ActConsulting(http://www.act-consulting.co.jp/)は、1989 年に設立され、

経営コンサルティングや IT コンサルティングの事業を行っている企業である。この事

例は、システム開発段階（IT 化実現フェーズ）では、システム開発のとりまとめ会社

（システムインテグレーター）を置かず、ユーザー企業であるユーティリティ企業自身

が直接開発会社と対話できる体制（ジョイント・ベンチャー方式）がとられた。ピーク

時には開発会社８社、総勢 800 名が参画し、設計事務所は、ユーザー企業・開発会社

間の「通訳」として IT 化コンセプトの浸透、全体の調整・管理を担当した。（図 4-5） 

 

 

図 4-5 ユーティリティ企業の IT 化プロジェクト体制（西岡 2017）に基づき筆者が加筆

修正 

 

(２) ユーティリティ企業の IT 化事例の内容 

本事例は、ユーティリティ企業の設備部門における IT 化を支援した、IT コンサルテ

ィングの事例である。同部門の業務の目的は、設備のライフサイクルを維持・管理し、

設備を健全な状態で運用に供することである。その業務運営は、設備保全の実態を把握、

評価し、必要に応じて設備の修繕、更新を行うことである。そのために計画を立て、予

算化し、実施伺いを行い、工事請求（発注依頼）し、工事を実施、検収し、運用を開始
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するという流れである。今回、IT 化の対象となった業務は、同部門の全体であり、設

備管理（送電線・変電所など）と基幹業務（保全・運用・計画・工事業務）である。2000

年から IT 化構想策定フェーズ、2002 年から設備管理システムの IT 化実現フェーズに

はいり、2003 年 8 月にその運用を開始している。この時に整備された設備管理部門の

IT システムは、2003 年の運用開始以来問題なく利用されている(Nishioka&Kosaka 

2014)。このシステムは、同社の約 2,500 人の従業員によって使用されており、運用開

始以来継続的に強化されている。設備部門での展開が成功したことから、このシステム

は他の 3 つの部門に広く拡大され、ユーティリティ企業の事業活動の改善と再構築に大

きく貢献した。その結果、システム全体で、従来のアプローチと比較して投資コストの

半分が節約された。 

 次に、本事例の概要を説明する。今回の IT コンサルティングにおける IT 化のテーマ

は「IT を活用した業務改革」であった。 

 MUSE のプロセスは、以下のように進められた。まず IT 化構想フェーズのステップ

１の現状分析として、「設計事務所」は最初に顧客の活動を調査した。この成功事例で

は、本社、支店、現場保守事務所など、さまざまな利害関係者がいた。現状分析では、

経営層、中間管理職、現場の各階層のメンバーを集めて、階層ごとに MUSE のブレイ

ンストーミングを実施し、問題点と課題が抽出された。さらに、ステップ２の業務モデ

リング（現状：AsIs）のプロセスでは、ユーザーと共同で業務モデリング図を作成して

いる。次に、ステップ３のあるべき姿の検討では、各階層ごとに AsIs 分析に加えて、

設備管理部門のビジョンとそのコアコンセプトについて議論した。ステップ４の業務モ

デリング（将来；ToBe）では、それらのビジョンとコンセプトが ToBe モデルとして再

定義された。ステップ５の IT 化コンセプト策定では、検討の結果、「建設から保全へ」

というキャッチフレーズが採択された。これは、高度経済成長の時代が終わり、施設管

理スタイルを変えるべきだということを意味している。それまでは、需要の急激な伸び

に対応して、設備が悪くなる前に増強取替えしてきたため、設備の建設が主業務と位置

づけられ、保全は二の次の業務だった。だが、今後は保全に軸足を置いた業務に転換す

ることを示したコンセプトである。このコンセプトに従って、ステップ６の IT 化構想

のまとめでは、IT ソリューションサービスの目的は、「IT サービスを通じて施設のライ

フサイクルを管理するための PDCA サイクルを実現すること」として議論され、特定

された。 この目的を達成するために、IT システムと関連サービスの要件が議論された。 

 上述した検討の場は、設計事務所が主導し、経営者、中間管理職、現場の代表者から

なる８チームにて、合計 50 回を超える「作業会」が実施されている。さらに、各ステ

ップの区切りでは、関係者を集め、設計事務所主導で「中間報告会」を実施し、参加者

の意識統合を図ると共に経営者の意思・意向を確認している。そして、MUSE コミュ

ニケーションツールを活用しながら議論を進めるが、「座長」の役回りになったときに

は、その特権である採用/却下を活用して座を和ましている。たとえば、職位の上の人
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がカードを出すなり、「却下」と即決してみせたり、いなしたり、論破してみせたりと、

偉い人に対してものを言える雰囲気をつくる。また、突破口になりそうなカードを持ち

上げる。例えば「円満退職したい」というカードが出てきたら、「何もしないで会社に

残りたいってこと？ 保守的の同義語？ 出世したいという意味じゃなさそうに聞こ

えますが」などと混ぜっ返して、同意や反意を引き出している。さらに、参加者が言い

にくいことが言いやすくなるような工夫も行っている。例えば、あるべき姿の経営層作

業会（副社長＋部長８名）では、部門トップ（副社長）は、人員削減すべきと思ってい

るが、組合問題もあり、口に出すのはタブーという風土だった。そこで、部門トップは

カードに「30%人員削減」と書いた。設計事務所（コンサルタント）も「人員が 1/3 削

減できている」というカードを書いた。これによって、部門トップは、自分以外に人員

削減を是としているメンバーがいる、と意を強くし、業務改革に臨むことができたとい

うことである。このように進められた IT 化構想フェーズの結果として、目的価値の「IT

を活用して業務改革を行う」と、機能価値の｢DB が腐らないシステム」、「現場で使い

勝手の良いシステム」、「Check Action が Plan Do につながるシステム」、「経営リスク

が判断できるシステム｣が導きだされた。なお、ここにでてきた Check Action、Plan Do

とは、PDCA サイクルの Plan、Do、Check、Action のことである。 

 IT 化実現フェーズでは、開発のピーク時には 8 社、800 人の労働者がいて、設計事

務所はユーザーと開発会社間のコミュニケーションを、業務上の言葉を開発会社にわか

るように変換するなどの通訳としての役割を担うなどでサポートするとともに、IT シ

ステムの開発を総体的に管理する役割を果たした。設備管理に関する基本的な IT シス

テムが開発され、18 か月で運用が開始された。 

 このシステムは 3 つの主な理由で高く評価された。 （1）他の類似システムと比較し

て IT 投資が半分に減少した、（2）設備部門をまたぐビジネスプロセスの標準化が加速

した、（3）ビジネスプロセスの改善が促進された。このように、本事例は、コーディネ

ータがサービス価値共創を支援する成功事例として評価できる。 

4.3. 事例の分析 

4.3.1. 仮説モデルにおける４つの要素の分析 

収集したデータを仮説モデルにおける 4 つの要素の視点でコーディングし（表 4-1）、

それらの４つの要素に適合しているデータがあるかという視点で分析する。 
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表 4-1 事例１のコーディング結果 

 

(１) 異なる知識を持つアクターの存在 

まず、IT 化構想フェーズでは、設計事務所（IT コンサルタント）、ユーティリティ企

業の設備部門、情報システム部門に加え、経理部門や資材部門がステークホルダーであ

る。これらの各部門のメンバーは当然のことではあるが、それぞれの部門の専門知識を

持っていると考えるのが妥当である。そして、IT 化構想フェーズの作業会ではこれら

イ ンタビュー

データ通番 インタビューデータ／文献データ 解釈 実行ステップ 知識共創

バリューオーガナイ
ザーが実行したマネ
ジメント
（Open)

関与者
共有／共創される知
識（Open)

知識共有の場

I101 VOもセッションの一メンバーとして参加する。

採用/却下は座長の特権。座長になった時に、特権乱用して座を和ます。
　→職位の上の人がカードを出すなり、「却下」と即決してみせたり、いなし
たり、論破してみせたり（偉い人に対してものを言える雰囲気を出す）
　→突破口になりそうなカードを持ち上げる
　（例えば「円満退職したい」というカードが出てきたら、何もしないで会社
に残りたいってこと？　保守的の同義語？　出世したいという意味じゃなさ
そうに聞こえますが、などと混ぜっ返して、同意や反意を引き出す　など）

設計事務所も作業会の討議に加
わり、参加者がいいにくいことを
言ってあげるなど、場の設定はも
ちろんのこと、その場での議論が
円滑そして、活発に行われるよう
に介入している。

S1-策定 共有・共
創

作業会でアクターの
知識が表出化され
るよう、表出化を促
す発言を設計事務
所として行ってい
る。

P2-複数部門 作業会に参加してい
るメンバーの知識

B-ワークショップ

I102 必要に応じて設計事務所から仮説を提示し、その刺激を核にして議論を収
斂させ

作業会での議論が収斂していく
ように、適切な「刺激」を考え、提
示している。

S1-策定 共有・共
創

作業会における議
論を収斂させるため
の仮説を創造し、提
示している。

P2-複数部門 設計事務所が創造し
た知識(仮説）の共
有。

B-ワークショップ

I103 （議論を収斂させるために提示する仮説とは）当該企業の固有テーマを抽
象化し、経験、知識、事例と照らし合わせ、類似の思考プロセスを当て嵌め
て刺激案を考える、といったことは常にやってます。

作業会での議論が収斂していく
ように、適切な「刺激」を考え、提
示している。

S1-策定 共有・共
創

作業会における議
論を収斂させるため
の仮説を創造し、提
示している。

P2-複数部門 設計事務所が創造し
た知識(仮説）の共
有。

B-ワークショップ

I104 この段階での設計事務所の役割は、ユーザと開発会社の通訳として意思
疎通を助け、IT化コンセプトの浸透を図り、ユーザの視点から全体のバラン
スと整合をとるようプロジェクトの全体マネジメント支援をしたことである。

＊通訳：　開発会社が集まった打合せに参加、共通化や基盤整備が必要
なテーマの調整、経営層/管理職/現場の意思、やりたいことを開発会社の
わかる言葉で説明　など(インタビュー結果より）

IT化構想実現フェーズでのバ
リューオーガナイザーの役割とし
て、電力会社とシステム開発会
社の間に立ち、知識共有の場の
設定、促進を図っていた。

S2-実現 共有 IT化構想フェーズの
知識や顧客の考え
方をIT化実現フェー
ズの参加者と共有
するべく、開発会社
の集まる会議に出
席するなどしてい
る。

P5-顧客／開
発／設計事
務所

IT化構想フェーズの
知識や顧客の考え方
などの知識

B-設計

i105 ユーザ企業からすればITでできることがわからないために、業務をどう変え
られるのかが判断できず、逆に開発会社は業務を知らないためにITの知
識が活かせない。このジレンマを、ユーザ企業と開発会社の枠を取り払うこ
とにより解消した。即ち、ユーザ企業のIT推進担当者と開発会社からのSE
からなるチームを業務別に編成して、ユーザ企業の最終目的に対して、互
いの領域に踏み込んで知恵を出し合いうという進め方でシステムの基本設
計を行った。
ユーザは開発会社のSEに対して業務を教え、SEはITでできることをユーザ
に示し、（中略）IT化後の業務の流れを業務画面フローを用いて表現した。

電力会（ユーザ企業）と、システ
ム開発会社の異なる知識を持っ
たメンバーが、業務別チームとし
て一つになることで、知識共有・
知識共創を行った。

S2-実現 共有・共
創

異なる知識を持つ
チームによる設計を
考え、それを実行し
た。

P5-顧客／開
発／設計事
務所

業務知識とITの知識
の共創の結果、IT化
後の業務画面フロー
が完成した

B-設計

I106 これまでは、IT化構想が決まり、常務会に掛けてシステム構築にGOが掛
かったら、開発会社に発注します。なので、基本設計以降の参画となりま
す。
本稿の事例では、この基本設計段階で、電力のIT担当と開発会社SEでサ
ブシステムごとにチームを編成、ここでまさに業務知識とIT知識の共創を行
いました。

システム開発会社の参画は基本
設計以降、すなわち、IT化実現
フェーズから参画している。この
フェーズの中で、電力会社のIT担
当者とシステム開発会社のSEで
サブシステムごとにチーム編成せ
し、その中で業務知識とIT知識の
共創が行われた。

S2-実現 共創 ユーティリティ企業
のIT担当者と開発
会社のSEでサブシ
ステムごとにチーム
を編成した。

P3-顧客／開
発会社

業務知識とIT知識 B-設計

I107 本事例では、経営層、中間管理職、現場の各階層の代表者を集め、階層
ごとにブレーンストーミングを実施し、問題点・課題を抽出した。

異なる業務を分担している代表
者が階層ごとに知識共有のうえ、
問題点・課題点として、知識創造
を行ったといえる。

S1-策定 共有・共
創

異なる知識を持つ
チームメンバーによ
る問題点・課題点を
抽出する場の設定
と、ファシリテーショ
ンを実行した。

P2-複数部門 課題点・問題点 B-ワークショップ

I108 あるべき姿について、階層ごとに討議を行った。その結果（中略）「ITを活用
して業務改革を行う」というIT化の目的価値を明確に打ち出した。

異なる業務を分担している代表
者が階層ごとに知識共有のうえ
目的価値を共創したといえる。

S1-策定 共有・共
創

異なる知識を持つ
チームメンバーによ
るあるべき姿の討議
の場設定とファシリ
テーションを実行し
た。

P2-複数部門 あるべき姿 B-ワークショップ

I109 本事例では、設計事務所が主導し、経営者、中間管理職、現場の代表者
からなる８チームにて、計５０回を超える作業会を実施した。各ステップの区
切りでは、関係者を集め、設計事務所主導で中間報告会を実施し、参加者
の意識統合を図るととともに、経営者の意思、意向を確認した。

異なる業務を分担している代表
者が階層ごとに知識共有の上、
知識共有・知識共創が行われて
いることがわかる。。

S1-策定 共有・共
創

異なる知識を持つメ
ンバーによる討議の
場の設定と、ファシリ
テーションを実行し
た。

P2-複数部門 ー B-ワークショップ

I110 現状分析、あるべき姿の検討にあたっては、MUSEコミュニケーションツー
ルを用い、経営層、管理職、業務別の現場メンバーからなる作業会を開催
し、それぞれの立場から自部門の現在と未来を語り、業務の目的、業務の
変革、IT化の方向性、効果等について繰り返し討議した（延べ200名、50回
超の作業会を実施）

現状分析とあるべき姿の検討で
はMUSEを使い、異なる知識を持
つメンバーの間での知識の表出
化を促すとともに、共創の促進を
図った。

S1-策定 共有・共
創

現状分析、あるべき
姿の場として、異な
る知識を持つメン
バーが集まり討議す
る場を設定した。

P2-複数部門 現状の課題
あるべき姿

B-ワークショップ
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の部門をまたがったメンバーによる討議が行われているのである。また、階層という意

味でも経営者、中間管理職、現場担当者という異なる階層のメンバーが検討の場に参加

している。同一部門であったとしても、その階層の違いから、保有する知識は異なると

考えられ、その意味でも異なる知識を持つメンバーによる討議が行われていると考えら

れる。 

以上のように、IT 化構想フェーズでは、異なる部門・異なる階層という点で異なる

知識を有するメンバーによる知識共有と知識共創が行われているといえる。次に、IT

化実現フェーズであるが、システム開発会社が加わることになる。しかしながら、ユー

ザー企業からすれば IT でできることがわからないので業務をどう変えられるのかが判

断できず、逆に開発会社は業務を知らないために IT の知識が活かせない状況にあり、

異なる知識を保有するメンバーが集められていることがわかる。表 4-2 に参加したア

クターとアクターが保有する知識を示す。 

 

表 4-2 アクターと保有する知識 

 

(２) 「知識空間」としての場の設定 

IT 化構想フェーズでは、設計事務所（コンサルタント）が作業会の場を設定し、か

つ、作業会の中でのファシリテーション役を担い、円滑に作業会を進め、参加者が意見

を言いやすい雰囲気を作り出すなど、場を設定していることがわかる。IT 化実現フェ

ーズでは、表立っては設計の場の設定をユーティリティ企業側が実施しているが、実際

には設計事務所（コンサルタント）が、そのお膳立てをしていることがわかる。 

具体的には、IT 化構想フェーズでは作業会を開催して討議を進めるが、その討議メ

ンバーとして、経営者、中間管理職、現場担当者という異なる階層のメンバーを集める

よう顧客に依頼し、作業会を作っている(I109)。その結果の一例として、「IT を活用し

て業務改革を行う」という IT 化の目的価値を明確に打ち出している(I108)。また、部

 アクター アクターが有する知識 

1 ユーティリティ企業の設備管理部門 設備管理業務の知識 

2 ユーティリティ企業の情報システム部門 顧客の IT システムの知識 

3 ユーティリティ企業の経理部門 経理業務の知識 

4 ユーティリティ企業の資材部門 資材調達の知識 

5 システム開発会社 IT（情報技術）の知識 

6 設計事務所（IT コンサルタント） ファシリテーション／IT の知識 

7 ユーティリティ企業の各部門の経営者 各部門の経営者の知識 

8 ユーティリティ企業の各部門の中間管理職 各部門の中間管理職の知識 

9 ユーティリティ企業の各部門の現場担当者 各部門の現場担当者の知識 
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門という視点でみても、設備部門の他に必要な部門として、情報システム部門、経理部

門、資材部門のメンバーにも作業会に加わってもらうよう推進をしていることがわかる。

作業会は、本事例では 8 チーム、延べ 200 人以上の参加、全 50 回以上実施している

(I108,I110)。また、MUSE コミュニケーションツールを使いながら、作業会には討議

メンバーの一人として設計事務所も加わり、「座長」の役回りになった時にはその特権

を利用して、「職位の上の人がカードを出すなり、「却下」と即決してみせたり、いなし

たり、論破してみせたり」と職位の上の人に対してものを言える雰囲気を出す(I101)な

ど、場の設定を行っていることがわかる。 

 次に IT 化実現フェーズについて説明する。IT 化実現フェーズでは設計事務所（コン

サルタント）が、設計を進めるチームの構成を、サブシステム単位として、その中には、

システム開発会社のメンバーと、ユーティリティ企業のメンバーが構成要員として決め

ている。これは、ユーザー企業からすれば IT でできることがわからないために、業務

をどう変えられるのかが判断できず、逆に開発会社は業務を知らないために IT の知識

が活かせない。このジレンマを、ユーザー企業と開発会社の枠を取り払うことにより解

消することを目論んでおり、まさに知識共創の場の設定を行っていると言える

(I105,I106)。 

表 4-3 に、収集したデータの中で、知識共有や知識共創の場の設定を行っているこ

とを示したデータの項番(Ixxx)を示す。 

 

表 4-3 アクターと場の設定との関係を示したデータ 

 アクター 知識共有・知識共創の場 

1 設計事務所、ユーティリティ企業の関連部門 I101,I102,I108,I109,I110 

2 設計事務所、ユーティリティ企業、 

システム開発会社 

I105,I106 

 

(３) 「知識」のマネジメント 

IT 化構想フェーズでは、設計事務所（コンサルタント）が主に作業会を通して、フ

ァシリテータとしての役割を担いながら、参加者からの意見の導出や、参加者間での知

識の共創が起こるような行為を行っていることがみてとれる。具体的には、経営層・中

間管理職・現場担当者の各層から作業会の参加メンバーを集めている。これによって同

一の層で異なる部門のメンバーを集めることで話やすい場をつくり、さらに異なる知識

を有するメンバーが集まってそれぞれの立場から自部門の現在と未来を語り、業務の目

的、業務の変革、IT 化の方向性、効果等について討議することで、知識共有や新しい

知識が共創されることを狙っていると考えることができる(I107,I110)。また、設計事務

所（コンサルタント）は作業会にも一メンバーとして参加し、MUSE コミュニケーシ
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ョンツールを使いながらファシリテータとして、参加者の意見の導出や、知識共創の促

進を図る行為を行っている。例えば「円満退職したい」というカードが出てきたら、「何

もしないで会社に残りたいってこと？ 保守的の同義語？ 出世したいという意味じ

ゃなさそうに聞こえますが、などと、突破口になりそうなカードを持ち上げ、混ぜっ返

して、同意や反意を引き出すようなことなど」を行う(I101)。ほかにも、あるべき姿を

設定するフェーズでは、議論を収斂させるために、企業の固有テーマを抽象化し、経験、

知識、事例と照らし合わせ、類似の思考プロセスを当てはめて刺激案をつくり、それを

核にして議論を収斂させるようなことも行っている(I102,I103)。これらはいずれも、設

計事務所（コンサルタント）が、知識の導出のきっかけをつくりだし、それによって参

加者から新しい知識が導出されているという点で、知識共創を促進させる行為であると

いえる。 

次に IT 化実現フェーズであるが、ここでも設計事務所が知識共有を促進する行為を

行っていることがみてとれる。IT 化構想フェーズで討議された内容を、IT 化実現フェ

ーズのメンバーに共有するために、IT 化実現フェーズから参画したシステム開発会社

の打ち合わせに参加し、経営層/管理職/現場の意思、やりたいことを開発会社のわかる

言葉で説明し、共有している(I104)。場の設定の節でも記載したが、このフェーズでは

サブシステムごとにチームを作り、その構成員はシステム開発会社とユーティリティ企

業である(I105)。これも、相互に知識を共有することと、異なる知識による知識共創を

狙ったものであり、設計事務所（コンサルタント）がこのような構成に導いたのである。

これらもすべて、既に述べたとおり、知識共有や知識共創を狙った知識マネジメントで

あるといえる。 

表 4-4 には、アクターと知識共創のマネジメントを行ったことを示すデータについ

て、コード化した際の項番との関係を示したデータの項番(Ixxx)を示す。 

 

表 4-4 アクターと知識共創のマネジメントの関係を示したデータ 

 アクター 知識共有・知識共創 

1 設計事務所、ユーティリティ企業の関連部門 I101,I102,I103,I107,I110 

2 設計事務所、ユーティリティ企業、 

システム開発会社 

I104,I105,I106 

(４) バリューオーガナイザーの担い手 

本節では、前節で示した個々のデータに対して「場」と「知識共創」のマネジメント

の担い手と、バリューオーガナイザーの役割について分析する。 

「場」と「知識共創」のマネジメントの担い手は、すなわち、「場」や「知識共創」の

プロセスをまわしている主体であり、それがバリューオーガナイザー（VO）の機能を

担っているかを確認することで、バリューオーガナイザーの担い手を確認する。 
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 まず、「場」の設定で確認できた事象について、そのマネジメントを実行した担い手

をアクターの中から確認していく。本事例では、作業会という場を設計事務所(コンサ

ルタント)が主導して参加メンバーなど(I110)を設定し実施している。また、作業会の実

施の場面では参加者が意見を出しやすい雰囲気づくりも設計事務所（コンサルタント）

が行っており、設計事務所（コンサルタント）がこの作業会をマネジメントしている主

体であることがわかる。作業会は MUSE の IT 化構想フェーズで実施されるもので、

現状把握、現状の業務モデルの作成、課題の定義、将来の業務モデルの作成、あるべき

IT システムの姿の作成を行っている場である。このことから、バリューオーガナイザ

ーの役割である課題の発見とソリューションコンセプトの明確化をマネジメントして

いることが確認できる(I101,I102,I108,I109)。次に、IT 化実現フェーズにおいては、シ

ステムの基本設計を行うにあたり、ユーティリティ会社と開発会社の SE をひとつのチ

ームとする設計をし、それを実行に移している、マネジメントの実働は開発の主体であ

るユーティリティ企業が行っているようであるが、その実態は設計事務所がそのしかけ

を考えており、マネジメントの担い手は設計事務所（コンサルタント）であるといえる

(I105、I106)。また、バリューオーガナイザーの機能の視点からは、実際の IT システ

ムの設計フェーズにはいっていることから、ソリューションの実装のオーガナイズを行

っているにほかならない。 

 次に「知識共創」のマネジメントで確認できた事象について、そのマネジメントの担

い手をアクターの中から確認していく。先にも述べたように、本事例では、作業会を設

計事務所(コンサルタント)が主導して実施している。参加メンバーについても経営者・

中間管理職・現場担当者など意見の導出がしやすいよう設計している(I110)。また、こ

の作業会の中で設計事務所は作業会の一メンバーとして参加しつつも、MUSE コミュ

ニケーションツールを活用して、参加メンバーからの意見の導出(I101)や、討議の収斂

(I102,I103)を実行している。IT 化実現フェーズにおいても、IT 化構想フェーズで討議

された経営層/管理職/現場の意思や、やりたいことを開発会社のわかる言葉に変換して

開発会社に対して説明・共有したり、利用者の視点からプロジェクト全体の整合をとる

ようマネジメントを行ったり(I104)、知識共創をねらって業務知識のあるユーティリテ

ィ企業側のメンバーと IT 知識のある開発会社のメンバーによるチーム構成を作ってい

くなど、まさに知識共創のマネジメントを主体的に実行していることがわかる

(I105,I106)。これもまた、IT システム開発の実装をオーガナイズしており、バリュー

オーガナイザーの機能を担っているにことにほかならい。 

表 4-5 にバリューオーガナイザーの担い手と第 3 章で示した VO の機能とのマッピ

ングを表すデータの項番（Ixxx）を示す。この表から、本事例では「場」の設定や「知

識共創」のマネジメントは、設計事務所(コンサルタント)が担っており、その機能はバ

リューオーガナイザーに求められている機能も実行していることがわかる。 
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表 4-5 マネジメント担い手とバリューオーガナイザー機能の実行状況 

 確認できた

事象 

マネジメントの担い手 VO の

機能 

「知識空間」としての場の設

定 

I101 設計事務所（コンサルタント） a,b 

I102 設計事務所（コンサルタント） a,b 

I105 設計事務所（コンサルタント） c 

I106 設計事務所（コンサルタント） c 

I108 設計事務所（コンサルタント） a,b 

I109 設計事務所（コンサルタント） a,b 

I110 設計事務所（コンサルタント） a,b 

「知識共創」のマネジメント I101 設計事務所（コンサルタント） a,b 

I102 設計事務所（コンサルタント） a,b 

I103 設計事務所（コンサルタント） a,b 

I104 設計事務所（コンサルタント） c 

I105 設計事務所（コンサルタント） c 

I106 設計事務所（コンサルタント） c 

I110 設計事務所（コンサルタント） a,b 

凡例：バリューオーガナイザーの機能 

a：解くべき課題の発見／b：ソリューションコンセプトの明確化／ｃ：ソリューションコンセプトの実装のオーガナイズ 

 

4.3.2. 分析結果のまとめと知識マネジメント機能の考察 

(１) 分析結果のまとめ 

 ４つの検証項目に基づいて、その分析結果をまとめると表 4-6 のようになる。ここ

に示すように、MUSE のプロセス自体が、IT ソリューションサービスの知識マネジメ

ントに必要な２つの機能を実現していることがわかる。 
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表 4-6 事例１の分析結果のまとめ 

 検証項目 具体的事例  

1 異なる知識を持つ

アクターの存在 

IT 化構想策定フェーズでは設計事務所（コンサルタン

ト）、ユーティリティ企業各部門による検討体制が作ら

れ、IT 化実現フェーズでは、さらに設計開発会社も加え

た IT 化の実現に向けた体制が作られ、それらのメンバー

が共有・共創に関与していることを確認した。 

○ 

2 「知識空間」とし

ての場の設定 

設計事務所（コンサルタント）による作業会の場の設定

や、作業会の一メンバーとして参加することをとおして

意見が出やすい雰囲気づくり、開発チーム体制づくり、

コンセプトの共有の場の設定など、場の設定が行われて

いることを確認した。 

○ 

3 「知識共創」の 

マネジメント 

設計事務所（コンサルタント）が作業会の一メンバーに

なることで、MUSE を活用した作業会では抽象化した刺

激案の提起などで討議をコントロールするなど、①意見

導出や②知識共有を促進するといった、知識マネジメン

トとしての行為が実行されていることが確認できた。 

○ 

4 バリューオーガナ

イザーの担い手 

「場」の設定ならびに「知識」のマネジメントの主体が、

設計事務所(コンサルタント)であり、その行為がバリュー

オーガナイザーに求められている 3 つの機能を担ってい

ることを確認した。 

○ 

［○：検証項目を確認できた、×：検証項目が確認できなかった］   

(２) 知識マネジメント機能の考察 

MUSE による合意形成の討議を知識マネジメント機能の観点で考察すると以下の特

徴がある。 

（a） 共通の「場」の設定 

① 民主的な「場」の設定：匿名でカードに記入された他者の考えを代弁すること

により、客観的に発表できるとともに、声の大きさ、職位、経験などに引きず

られず、実質的な議論ができる。 

② ゲーム性：座長の仕切りの下で意見を交わすが、座長はカードを同類とみなす

かどうかの裁量を持つため、発表者は提案したカードが採用されるよう何かと

座長の説得を試みるなど、楽しく議論を進められる。 

③ 全体の俯瞰：業務モデリングにより全体を直感的に掴むことができ、全体と部

分の関わり、関係性、流れから全体最適の視点から議論できるようになる。 
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（b） 異なる知識体系からの知識の導出 

① 重要度と形式化：カードの枚数とその内容により、テーマ領域の関心度の高さ

と重要性が把握できるとともに、連関図としてツリー構造に表すことにより、

課題の地図と因果が把握できる。 

② 気付きとブレークスルー：代弁や討議を通じ、他者の意見に触発され、討議レ

ベル、意識レベルが上がり、新しい考えや気づきが生まれ、ブレークスルーに

繋がる。 

③ 全体を俯瞰し、ウォークスルーしながら細部を検証する過程が、全体感を持っ

た知識創出に繋がる。 

(c)異なる知識体系間の知識共有のマネジメント 

業務知識（企業実務者）と IT 技術に関する知識（IT 開発会社）の間で、バリュー

オーガナイザー（設計事務所）は、二つの異なる知識を、IT 開発会社が理解できる

言葉に変換して、IT 化構想フェーズの経営層／管理者層／現場の意思を伝える機能

を担っている。この役割によって、二つの異なる知識を持つ人どうしが、知識を共有

できるようになったといえる。 

(d)表出化のマネジメント 

作業会の討議の中で、参加者がそれぞれの意見を言いやすいよう、設計事務所は

バリューオーガナイザーとして、討議の座長役を活用して、上位の役職の意見をあ

えて否定したり、言いにくい意見については、同意見を発言するというようなマネ

ジメントを行っている。これは、異なる知識を持つアクターが存在するからという

ものではないが、通常のマネジメントとして行われている。 

 

4.3.3. 事例 1 における仮説モデルの妥当性（仮説モデルへのマッピング）  

 以上の分析から、MUSE の事例と３章で示した仮説モデル（図 3-2）の関係を、①

共通の知識空間としての「場」の設定、②知識共創のマネジメント機能、③バリューオ

ーガナイザーの担い手、④IT ソリューションサービスの効果 ⑤サービス価値創造の

KIKI プロセスの視点で説明し、仮説モデルのフレームワークとしての妥当性を示すこ

とができる。 

① 共通の知識空間：4.2.1 章で述べた様に MUSE による様々なアクターの合意形

成プロセスが共通の知識空間の形成と、そこでの知識創造を可能にしている。 

② 知識共創のマネジメント機能：作業会における座長を置いた討議を中心とした

知識導出のためのマネジメントと、それに加え座長の権限を活用した表出化の

マネジメントが行われていた。また、企業実務者と IT 開発会社の間の通訳の

ような機能など知識共有のためのマネジメントが行われていた。 
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③ バリューオーガナイザー：設計事務所のような第３者がバリューオーガナイザ

ーとして明示的に存在し、共通の知識空間とサービス価値創造プロセスをマネ

ジメントしている。 

④ IT ソリューションサービスの効果： 目的価値｢IT を活用して業務改革を行う｣

と、機能価値として、｢DB が腐らないシステム」、「現場で使い勝手の良いシス

テム」、「Check Action が Plan Do につながるシステム」、「経営リスクが判断

できるシステム｣が導出された。 

⑤ サービス価値創造の KIKI プロセス：2.5.3 章で述べた様に、IT ソリューショ

ンサービスでは、目的価値の発見は KIKI モデルのステップ２（I1）に対応し、

機能価値の検討はステップ３（K2）に対応する。MUSE では、目的価値の発

見と IT 化の機能価値への展開を共通の知識空間においてバリューオーガナイ

ザーがマネジメントしている。 

以上から、MUSE の事例は、図 3-2 の仮説モデルを具体事例で展開したフレームワー

クとしての有効性を示した事例といえる。（図 4-6） 

 

 

図 4-6 事例１の仮説モデルへのマッピング 
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第5章 IT ベンダーの IT コンサルタントの事例分析：事例２ 

5.1. はじめに 

 本章では、IT ベンターの IT コンサルタントの事例の中で、CRM(Customer 

Relationship Management；顧客関係管理)業務改革についてのコンサルティング事例

について分析する。 

この事例分析では、半構造化インタビューならびに文献によってデータを収集した。

以下、事例の概要を示し、次に収集した質的データに基づいてコーディングを行い、第

3 章の仮説に示されている４つの要素である、①異なる知識を持つアクターによる共創、

②「場」の設定、③「知識」マネジメント、④バリューオーガナイザーの担い手につい

て、どのように実現されているかについて分析する。 

IT コンサルタントの事例分析では、第５章と第６章でふたつの事例分析を行うが、

次のような点で違いがある。第５章の CRM 業務改革の事例は情報処理システムの構築

に必要なハードウェアやソフトウェア製品の開発やシステムインテグレーションを事

業として持つ IT ベンダーに所属する IT コンサルタントの事例であり、第６章の病院業

務プロセス改善の事例は、システム構築に必要な製品の開発よりもシステムインテグレ

ーションによる事業を中心に行っている企業に所属する IT コンサルタントの事例であ

り、IT コンサルタントの所属する企業の違いがある（図 5-1） 

 

図 5-1 IT コンサルティングのタイプ 
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5.2. 事例２の概要 

本事例の CRM（Customer Relationship Management；顧客関係管理）による業務

改革のコンサルティングを行っている組織は、日本国内の大手 IT 企業の中のひとつの

組織である。この企業は、情報処理のためのハードウェアやソフトウェアの開発・製造・

販売、IT システムの設計・開発などのシステムインテグレーションなどを提供してい

る。この企業では、最終的には IT システムのシステムインテグレーション事業につな

げることをめざして、IT システムのコンサルティングサービスを提供していた。 

本事例研究では、この IT コンサルティングサービスを提供する事業部に属し、CRM

のコンサルティングを実施しているコンサルタントにインタビューを行った(2017 年 5

月 11 日)。それに基づいて、仮説モデルの検証を行った。 

(１) CRM 業務改革コンサルティングのプロセス 

CRM とは、顧客関係管理のことであり、顧客一人一人の購買履歴などの情報を管理

し、それを活用して顧客との良好な関係性を作っていこうという考え方である。本事例

は、この CRM を、情報処理システムを導入することによって実現することをめざして

いる事例である。“現状分析～現状の業務プロセスの課題の発見～あるべき業務システ

ムとその実現計画”を提案する CRM 業務改革コンサルティングが対象である。 

同社の IT コンサルティングでは、IT コンサルルティングを実施する際の基本的なプ

ロセスを、マニュアルとして組織で共有する文書に定義されており、それによるとその

プロセスは、大きく６つのステップに分けられている。そのステップをさらに詳細に示

すステップがインタビューによって確認できたので、表 5-1 に示す。まず、ステップ

１では、IT コンサルティング業務を受注するための準備段階として、IT コンサルティ

ングの対象となる企業・組織について、公開情報を収集、分析し、想定される課題につ

いて整理しておく。IT コンサルティング業務受注後のステップが、ステップ２～１０

である。IT コンサルティングの開始時には、顧客を含めたプロジェクトを立ち上げる。

そして、ステップ２としてトップインタビューを行う。これは、最初の段階で、企業ト

ップへのインタビューを行い、企業トップとしての課題認識と将来に向けた思いを確認

しておくことが目的である。ステップ３は顧客リーダへのインタビューである。プロジ

ェクトの進め方、方向性、目標を共有し、キックオフミーティングを行うのである。キ

ックオフミーティングではプロジェクトメンバーを集め、プロジェクトメンバー全員に

対して、方向性と目標観を共有している。続くステップ４では、現状把握として、現場

担当者へのインタビューを設定し、現業についての情報を収集する。ステップ５として、

収集した情報をもとに課題を抽出する。ステップ６として、抽出した課題を整理し、そ

の中から課題の真因を浮き彫りにする。こうしてあがってきた課題の真因について、プ

ロジェクトメンバーに確認するのがステップ７である。課題が定義できるとステップ８

としてその課題を解決する対策を検討する。そして、ステップ９で業務システム全体と
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してのあるべき姿を検討し、その実現までに具体的な計画を立案するのがステップ１０

である。 

 

表 5-1 CRM 業務改革コンサルティングの実行プロセス 

 行程の名称 行程の概要 

ステップ 1 事前準備 公開情報により顧客の課題を把握し、コンサ

ルティングの提案を行う。 

ステップ 2 トップインタビュー 会社／事業部門のトップの課題認識と、思い

を、インタビューを通して確認する。 

ステップ 3 リーダインタビュー コンサルティング対象のプロジェクトのリ

ーダ（個客）と、目標観、方向性を確認し、

プロジェクトの進め方を合意する。 

ステップ 4 現状把握 業務実態の調査として、現場担当者のインタ

ビューを通して、現在の業務として何をやっ

ているかを把握する。 

ステップ 5 課題定義（課題の抽出） プロジェクトチームでのワークショップに

おけるディスカッションを通して、現状把握

でわかったことから、課題を抽出する。 

ステップ 6 課題定義（真因の発見） プロジェクトチームでのワークショップに

おけるディスカッションを通して、抽出され

た課題を分類、深堀し、本質的な課題を発見

する。最初のたたき台は、IT コンサルタン

トが作成する。 

ステップ 7 課題定義（課題の確認） プロジェクトチームでのワークショップに、

IT コンサルタントがまとめた、課題の真因

を提示し、全体で確認を行う。 

ステップ 8 解決策の立案 解決策の素案を IT コンサルタントが作成

し、それをもとに、プロジェクトチームでの

ワークショップで意見を集める。 

ステップ 9 あるべき姿の設計 これまでのステップでの議論をふまえ、ある

べき業務システム（IT システム）を設計す

る。 

ステップ 10 あるべき姿の実行計画

策定 

あるべき業務システム（IT システム）の実

現までの実行計画を立案し、改革システムの

提言を行う。 
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(２) コンサルティングプロジェクトの体制 

この CRM 業務改革コンサルティングでは、前述したように、IT コンサルティング

を行う際、顧客を含めたプロジェクトを立ち上げる。このプロジェクトには、IT コン

サルタントのほか、顧客の実務者から、リーダとなる人、業務がわかる人、IT システ

ムがわかる人に参加してもらう（図 5-2）。すなわちこの段階で、保有する知識の異な

るメンバーを参画させるよう顧客側に依頼しており、コンサルタント側の知識マネジメ

ントが始まっているのである。 

 

 

図 5-2 CRM 業務改革コンサルティングプロジェクト体制（インタビューならびに文献に

基づき筆者が作成） 

 

 

5.3. 事例の分析 

収集したデータを仮説モデルにおける 4 つの要素の視点でコーディングし（表 5-2）、

それらの 4 つの要素に適合しているデータがあるかという視点で分析する。 
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表 5-2 事例２のコーディング結果 

 

イ ンタビュー

データ通番 インタビューデータ 解釈 実行ステップ 知識共創
実行内容
（Open)

関与者
共有／共創される知
識（Open)

知識共有の場

I201 「言っていることはわかるけど、うちはそうじゃないよ」となると、じゃ、プロ
ジェクトの前のプレで現場の業務を実際にみさせてくださいということもやり
ました。
それでストーリーをつくり直す。実際には、PJでやることの前倒し。

コンサルティングの流れの説明。
コンサルティング業務の受注提
案の段階で、顧客の意見を聞い
て、課題分析を行っている。

S1-準備 共有 現場担当者との方
向性の確認

P3-担当者 － B-提案

I202 大きな流れで言うと、まず、トップインタビューします。
キーマンじゃなくて、その事業部門とか、あるいは、その会社のトップとかそ
ういった人の思いを確認するという場をもうけていました。
まるまるとしての課題はこんなことをやるんだ、経営者としてこんなことをし
たいんだということをヒアリングしていく。

コンサルティングの流れの説明。
トップインタビューにより企業の
トップの知識（課題認識と将来に
向けた思い）を共有している。

S2-トップ共有 共有 トップとの方向性の
確認の場の設定と、
経営者へのインタ
ビューによる知識共
有

P1-トップ トップの思い・課題認
識を形式知化させて
共有

B-インタビュー

I203 そういった意味あいで、トップインタビューをしているのは、PJをすすめるう
えで、大きな方向性をさだめる、のが目的ではありました。
その方向感が間違ってないのかと。

トップへのヒアリングを通して、トッ
プの方向性に関する知識を形式
知化し、方向の妥当性を確認し、
方向を定めている。

S2-トップ共有 共有 トップとの方向性の
確認

P1-トップ トップの思い・課題認
識を形式知化させて
共有

B-インタビュー

I204 都度都度ヒアリング項目は、ま、標準はこんなこと聞けば良いというフレー
ムはあるんですけどテーマだとか、業界に応じて、それを直しながらヒアリ
ングシートを作って、のぞみます。

コンサルティングの流れの説明。
標準的なプロセスをコンサルタン
トの知識として持っており、それを
顧客ごとに修正して活用してい
る。

S2-トップ共有 共有 インタビューのヒアリ
ング項目の標準化

P1-トップ B-インタビュー

I205 カウンターとなるお客様のリーダの人とこのPJはこういう形ですすめていこ
うね、とか、大きな方向性とか目標感を共有して、キックオフ（ミーティング）
のネタをつくります。

コンサルティングの流れの説明。
顧客リーダとの方向性と目標観を
共有

S3-リーダ共有 共有 顧客リーダとのPJの
方向性・目標の共有
と合意

P2-キーマン PJの目標、方向性を
形式知化して共有

B-ワークショップ

I206 キックオフ（ミーティング）で、その時にどういう人にはいってほしいとか、
リクエストして、キックオフをして、そこでメンバーに対して、このPJの目標と
か狙いとかゴールとかを共有するというキックオフをまずやります。

コンサルティングの流れの説明。
顧客のプロジェクトチーム全体と
方向性と目標観を共有

S3-リーダ共有 共有 キックオフミーティン
グの場の設定。その
一つとして、参加メ
ンバーの指定。この
場にてPJメンバに形
式知化したPJ目標
を知識共有。

P4-チーム PJの目標、方向性を
形式知化して共有

B-キックオッフ

I207 実際に現業としてどんなことやってるのというのを、メンバーに、現状調査と
いう形で、ヒアリングしていく。

コンサルティングの流れの説明。
現場担当者へのインタビューとい
う手法により、顧客業務の現状に
関する知識を導出し、形式知化し
ている

S4-現状把握 共有 現状調査というヒア
リングの場の設定
と、現場の知識の共
有による現状把握。

P3-担当者 現場担当者の持つ
「現状の業務」を形式
知化して共有

B-インタビュー

I208 ヒアリングした中で、課題を定義して、 コンサルティングの対象の流れ
の説明

S5-課題抽出 － 課題定義実施の説
明

－ － －

I209 課題の類型化とか、体系化とかするんですけどね。 コンサルティングの流れの説明 S6-真因発見 － 真因発見の実施説
明

－ － －

I210 結局、その課題一個一個をつぶすと（解決する）と、部分最適だったり、一
個の課題は解決するけど、なんでしょう、全体的な、あるべき姿を描けない
ので、ピンポイントの課題だけを解決した感じになってしまうので。
ま、言ったら課題の本質はどこにあるの、問題の深堀とか、問題点の訴求
とか言ってましたけど、問題を分類して、どこが本当の真因なのかという、
体系的な整理の中で、てをいれるべき課題を見定めるため。

コンサルティングの流れの説明。
課題を類型化することで、その真
因を見つけ出す

S6-真因発見 － 形式知化された知
識の共有と関係性
の整理の実施

－ － －

I211 本質的な問題はたぶん根っこが一緒で、っていう構造だったりするじゃな
いですか。
本質的な課題をきちっと見定めよう、という意味合いです。
これ一個一個で手をうつよりは、こっち打った法が早いな、っていう。

コンサルティングの流れの説明。
課題を類型化することで、その真
因を見つけ出す

S6-真因発見 － 真因発見の実施説
明

－ － －

I212 （定義した課題に対して）そこに対しての対策をたてていきます。 コンサルティングの流れの説明 S8-対策立案 － 対策立案実施の説
明

－ － －

I213 その対策をふまえて、あるべき姿を描きます。 コンサルティングの流れの説明 S9-あるべき姿 － あるべき姿設定説
明

－ － －

I214 施策も概略なので。もうちょっと具体的にこれを全体イメージとして、新しい
施策をしようとしたときに
業務って、どういうふうにかえていかないといけないの、とか。
全体のゴールイメージを描いて、これを実現するための具体的な
たとえば、業務としてとこをかえなきゃいけないのとか、プロセスを設計した
りとか、
どのようなスキルをもったひとをそだてないといけないのとか。ITシステムど
うするのとか。

コンサルティングの流れの説明。
あるべき姿の検討内容。

S9-あるべき姿 － あるべき姿設定説
明

－ － －

I215 あるべき姿に対して、どうやって実現して
いこうかという計画、施策の具体化と計画をたてていきます。

コンサルティングの流れの説明。 S10-実行計画 － 具体的計画策定実
施の説明

－ －

I216 その課題だよねっといったところは、実際には出席しているPJのメンバと、
こういう課題をとらえましたけど、どうですかというディスカッションをその場
で複数のメンバとやっていく。

コンサルティングの流れの説明。
抽出した課題を共通の知識として
表出化し、その妥当性の確認を、
PJメンバー内で実施している。

S7-課題確認 共有 形式知化された知
識の妥当性確認

P4-チーム 課題 B-ワークショップ

I217 基本的には、課題を抽出するやり方自体は、えっとまず、業務プロセスがあ
る場合ですけど、業務プロセスをベースとしていました。顕在化している課
題は、お客さんのほうからででくるので、ここでこんなことが困っているんだ
とか、ここが効率が悪いんだとか、といったたぐいのものは、　そのプロセス
に応じてでてきました。

コンサルティングの流れの説明。
既に顧客認識している知識（課
題）は、現状の業務プロセスに
従って検討することで、形式知化
することができる。

S5-課題抽出 共有 業務プロセスによる
既に認識されている
課題の形式知化

P4-チーム 顕在課題 B-ワークショップ

I218 顕在化していないところについては、そのプロセスの、たとえば、うちの社
内でやっていたプロセスと比較して、ここが無駄なんじゃないかとか、言っ
たら、自分達がもっている事例だとかノウハウだとかと、つきあわせた形で
抽出するのと、ふたつのかたちですね。

顧客が認識していない知識（課
題）は、コンサルタントの会社の
業務プロセスや、他の事例などと
顧客と突き合わせて表出化・形
式知化している。

S5-課題抽出 共創 類似の事例によるま
だ認識されていない
課題の表出化・形式
知化

P4-チーム 潜在課題 B-ワークショップ

I219 プロセス、軸でみていくと、コンサルのときは基本的に課題に対するMECIE
性とか、MECIEはプロセスでこう埋まる前提ですが、それに対して　客観性
とか納得性とかは第三者的な考え方があったほうがいいだろうということ
で、別のスタンダード、標準フレームとか、考え方のスタンダードとか、なん
とかスダンダードとかをもちこんできて、それに照らしあわせて、ここができ
てる、できてないみたいなそういう評価をして。はい、具体的な話をしてしま
うと、CRMのときに良く使っていたのは、日本経営品質賞JQAのフレーム
ワークというのががあったんですけど、顧客満足度を高めるための経営フ
レームワーク、こういうフレームワークで経営していないとだめですよという
のがあって。

スタンダードと現状を顧客と共に
照らし合わせて課題を引き出して
いる。具体的な例として、JQA標
準をToBeモデルと捉えて、その
ギャップから知識としての課題を
導出ている。

S5-課題抽出 共創 スタンダードをToBe
モデルとらえて、現
状との比較により認
識されていない顧客
の気づきを導出

P4-チーム 潜在課題 B-ワークショップ

I220 JQAの審査をするわけではないですが、そのフレームワークを
ベースに考えると、こういうことも課題になるのではないかという使い方をし
ている。

JQA標準をコンサルタントの持つ
知識として提示し、ToBeモデルと
捉え、そのギャップから知識とし
ての課題が導出される。

S5-課題抽出 共創 スタンダードをToBe
モデルとらえて、現
状との比較により認
識されていない顧客
の気づきを導出

P4-チーム 潜在課題 B-ワークショップ

I221 これからやろうとしていることについては、そういうのをもちこんでこないと、
なかなかわからなかったり、自分達が描いているTOBEとのギャップ
がどこにあるかというかたちでないと、課題はでてこないので、そういう、そ
の自分達の社内の先行事例とかフレームワークとかで課題をだそうとして
いましたね。

コンサルタントの持つスタンダー
ド、先進事例などの知識や経験
ををToBeモデルとして提示して、
それとのギャップから知識課題が
発見される。

S5-課題抽出 共創 コンサルタントの経
験・知識をToBeモデ
ルとらえて、現状と
の比較により認識さ
れていない顧客の
気づきを導出

P4-チーム 潜在課題 B-ワークショップ

I222 資料として持って行くやりかたとしてはいったん、課題とかはいったん全部
こっちで整理してそのたたきをぶつけるというやり方をやってます。
で、これは違うよねとか、この課題は本質的には違うよねというのは、その
場でディスカッションしながら修正していくという作業をワークショップの中で
やっていくというやり方ですね。

コンサルタントが課題の整理を行
い、それをベースに業務知識を持
つ顧客の知識を取り込みむことで
本質を追究している。

S6-真因発見 共有 形式知化された知
識としての課題の真
因の共有と業務知
識により、知識を再
整理

P4-チーム 形式知化された知識
としての課題と、業務
知識

B-ワークショップ

I223 実際には、PJのメンバの中に、キーマンと、体制上はリーダがいて、業務
がわかるひと、ITがわかる人をそのセットで打ち合わせをすすめていく。そ
ういう体制を用意していただいていた。

PJの体制の説明 S0-全般 共有
共創

異なる知識を持つメ
ンバーによるPJ構
成を作る

P4-チーム 業務がわかる人よIT
がわかる人による共
創

B-ワークショップ
B-キックオフ

I224 ヒアリングは実際に実務をやっていたメンバーをアサインしてもらって聞くと
いうことは、現状調査のほうですね。ここはあんまりやってない、ここです
ね。

PJの体制の説明 S4-現状把握 － 異なる知識を持つメ
ンバーによるPJ構
成を作る

P4-チーム － －

I225 実際には、素案を我々がつくっていきます。
その素案に対して、意見があるかないかというかたちで、WSをすすめてい
きます。

コンサルタントの知識としての対
策案が提示されている。

S8-対策立案 共有 コンサルタントの知
識としての対策案の
共有

P4-チーム コンサルタントの知識
としての対策案の共
有

B-ワークショップ

I226 話してたらでてくるのはあります。
これだったら、こういったことをやったらいいかもねといわれることもありま
す。
そういった意見をいただくこともあります。

コンサルタントが意図せず、コン
サルタントの提示した知識に対し
て、顧客の持つ知識が導出され
ている。

S8-対策立案 共創 コンサルタントの意
図しない知識の導
出

P4-チーム 顧客の知識としての
対策案の導出

B-ワークショップ

I227 施策も大きくいってしまえば、制度・ルールの話なのか、人のスキルの話な
のか、プロセスの話なのか、ITの話なのかとわけていて。
そのルールは全然無理だよね、とか、ありますね。
（こっちの方が良いよと言ってくるのは）客が他の事例を知っているケー
ス。
他の事例を知っていたり、、先進事例を持っていたり、そういった時は、こん
なことをやりたいなというイメージがあるケース。
課題分析のとこでは手段、対策はでてこない。雑談やトップインタニューで
はでてくるけど。

コンサルタントの意図しない顧客
の知識が、コンサルタントが提示
した知識（課題に対する対策案）
と、顧客が持っている知識と比較
された上で導出されている。

S5-課題抽出 共創 コンサルタントの知
識と顧客が既に保
有する知識比較す
ることによる、顧客
の知識の導出（意図
せず）

P4-チーム 顧客の知識としての
対策案の導出

B-ワークショップ
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5.3.1. 仮説モデルにおける４つの要素の分析 

本節では、CRM の領域を対象としている IT コンサルタントの事例について、３章

の仮説を、①異なる知識を有するアクターによる共創が行われているか、②「場」の設

定がいかにして行われているか、③「知識」のマネジメントがいかにして行われている

か、④VO としての役割が果たされているか、という４つの観点で、インタビューで収

集したデータに基づいて、分析する。 

(１) 異なる知識を持つアクターの存在 

まず、CRM の IT コンサルティングプロジェクトは、その立ち上げ時には、IT コン

サルタントから顧客企業に対して、リーダ、業務がわかる担当者、IT がわかる担当者

を参画させるよう依頼している(I223)。これによって、図 5-2 に示すような、IT コン

サルタントも含めた体制を作り、①業務知識を持つ人（顧客）、②IT の知識を持つ人（顧

客）、③CRM についての知識を持つ人（IT コンサルタント）といった異なる知識を有

す人が集まるプロジェクトとが構成されていることがわかる。（表 5-3）。 

 

表 5-3 アクターが有する知識（CRM 業務改革コンサルティング） 

 

(２) 「知識空間」としての場の設定 

IT コンサルタントは、企業トップ、プロジェクトのリーダ、現場の担当者、プロジ

ェクトチーム内と、各ステークホルダーと知識共有、知識共創を目的として、インタビ

ュー、キックオフミーティング、ワークショップを設定していることがわかる。 

具体的には、企業トップと IT コンサルタントの間では、IT コンサルティングの最初

の段階で、企業トップの持つ知識として、課題観とトップの思いを共有することを目的

に企業トップのヒアリングの場を設定している（I202）。顧客側プロジェクトリーダと

も、キックオフミーティングの準備段階で、プロジェクト全体で保有すべき知識として

のプロジェクトの進め方、大きな方向感、目標を共有するワークショップを設定してい

る（I205）。現場担当者から現場の実態を把握する、すなわち現場の知識を共有するこ

とを目的として、現場ヒアリングを設定・実施している(I207)。IT コンサルタントを含

むプロジェクトメンバーの中での知識共有、知識共創は、課題の定義～あるべき姿の計

画立案までの間に、課題の定義、解決策の立案、あるべき姿という知識共有または知識

 アクター アクターが有する知識 

1 顧客の業務がわかる人［顧客］ 顧客業務の知識 

2 顧客の IT システムがわかる人［顧客］ 顧客の IT システムの知識 

3 IT コンサルタント CRM の知識 
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共創を目的とした場の設定を行っている。 

 

表 5-4 IT コンサルタントによる「場」の設定 

 アクター 知識共有の場 知識共創の場 

1 IT コンサルタント、企業トップ I202 － 

2 IT コンサルタント、顧客側プロジェクトリーダ I205 － 

3 IT コンサルタント、現場担当者 I207 － 

4 IT コンサルタント、プロジェクトメンバー I206,1225 I216 

 

以上のように、IT コンサルタントは場の設定を実施していることがわかる。表 5-4

に IT コンサルタントによる「場」の設定が確認されたデータについて示す。 

(３) 「知識共創」のマネジメント 

IT コンサルタントは、コンサルティング活動の中で、業務知識を持つ顧客との知識

共有（顧客からの知識導出を含む）、顧客との知識共創を行うために、様々な行為をし

ていることがわかる。 

まず、プロジェクトの最初のステップとして、顧客企業のトップへのヒアリングを設

定することで、顧客の企業トップの課題意識や、将来に向けた思いを共有している

(I202,I203)。次に、顧客のリーダともワークショップを開催し、プロジェクトの方向と

目標感を共有している(I205)。そして、その結果をキックオフミーティングの中で、プ

ロジェクトメンバー全員に説明することで、共有を図っている(I206)。いずれも、プロ

ジェクトの立ち上げの段階で、ステークホルダー間で、これから進めていくプロジェク

トの方向性を共有していることがわかる。その後、現状把握のために、現場の担当者へ

のインタビューを行い、現状の業務について把握している。これは、現場担当者と IT

コンサルタントの間での現状業務の共有であるといえる(I207)。さらに、収集した現状

をもとに、プロジェクトメンバーと課題を抽出していく。ここでは、潜在的（顧客が気

づいていない)課題を抽出することに IT コンサルタントとしの知識マネジメントが発

揮されている。具体的には、次に示すふたつの方法が実施されている。ひとつめは、IT

コンサルタント企業内で行っている業務プロセスと顧客企業の業務プロセスと突き合

わせることで、そのギャップから顧客の業務プロセスの課題を抽出したり、プロセスの

過不足を確認する方法である（I218,I219）。二つ目は、既に標準化されているプロセス

との突き合わせである。特に良く利用していたのが日本経営品質（JQA）のフレームワ

ークであり、これは顧客満足度を高めるためのフレームワークとなっている。このフレ

ームワークには顧客満足度を高めるための評価項目が示してあり、顧客業務のプロセス

と、この評価項目を突き合わせ、そのギャップから課題を抽出するのである

(I219,I220,I221)。こういった標準を用いることは、顧客にとって客観性や納得性が高



61 

 

まるということである。フレームワークや標準化されたものは、特定の顧客業務にまっ

たく則したものではなく、抽象化されており、標準やフレームワークの利用者は、自分

の持つ知識とこれらの知識とを組み合わせて、あらたな課題や解決策をみいだしている。

また、これらの行為は、顧客に対して、課題定義のプロセスにおけるゴールである「課

題」をコンサルタントが発見して提供するのではなく、顧客がコンサルタントと共に検

討し、課題という知識を発見しており、知識共創を行っていることにほかならない。 

定義された課題に対する解決策を検討するフェーズも、ワークショップを開催してい

る。このワークショップでは、素案を IT コンサルタントが作成し、それをワークショ

ップの中でプロジェクトメンバーである顧客に対して提示し、意見を聞くという進め方

をとっている(I222)。ここでも、IT コンサルタントが意図していない施策が顧客から提

案されるケースがあるという。これは、顧客側のメンバーが、どこかの事例を知ってい

たり、やりたいことをイメージとして持っているケースだそうである（I225～I227）。 

いずれのケースも、IT コンサルタントが標準を提示したり、素案を提示するなど知識

共創・知識共有のための施策を考え実行したことが、顧客側の知識の導出や創造につな

がっていると考えられる。すなわち、IT コンサルタントが知識共有や知識共創を引き

起こしているといえる。表 5-5 にコンサルタントによる知識共有または、知識共創の

マネジメントが確認されたデータについて示す。 

 

表 5-5 IT コンサルタントによる「知識共創」のマネジメント 

 アクター 知識共有 知識共創 

1 IT コンサルタント、企業トップ I202,I203 － 

2 IT コンサルタント、顧客側プロジェクトリ

ーダ 

I205,  － 

3 IT コンサルタント、現場担当者 I207 － 

4 IT コンサルタント、プロジェクトメンバー I206, I222,1225 I216,I218～I221, 

I226,I227 

 

(４) バリューオーガナイザーの担い手 

ここでは、前節で示したデータに基づいて、「場」と「知識共創」のマネジメントの

担い手と、バリューオーガナイザーの役割について分析する。 

「場」と「知識共創」のマネジメントの担い手は、すなわち、「場」や「知識共創」

のプロセスをまわしている主体であり、それがバリューオーガナイザー（VO）の機能

を担っているかを確認することで、バリューオーガナイザーの担い手を確認する。 

まず、「場」の設定が確認できた事象について、そのマネジメントを実行した主体者

をアクターの中から確認していく。IT コンサルタントは、顧客トップとのインタビュ
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ー(I202)、リーダとのワークショップ(I205)、キックオフミーティング(I206)、現状把

握のための現場インタビュー（I207）、課題定義のためのワークショップ（I216）、を実

施して課題の定義をし、定義された課題に基づき対策を討議するために対策立案のため

のワークショップ（I225）の場を設定している。いずれの場も IT コンサルタントが主

体となった、インタビューや討議を進めていることがわかる。また、これらは、バリュ

ーオーガナイザーに求められる役割のうち、課題の発見とその解決策であるソリューシ

ョンのコンセプトの明確化を行っていることがわかる。 

次に「知識共創」のマネジメントで確認できた事象について、そのマネジメントを実

行した主体者をアクターの中から確認していく。最初のトップインタビューではトップ

の課題観や思いを確認し、リーダへのインタビューでは、プロジェクトの方向性や目標

感をそれぞれ IT コンサルタントと共有している。IT コンサルタントがこれを設定・実

行し、コンサルティングのプロジェクト全体の方向を把握しようとしていると考えるこ

とができる。次に、現状把握としての現場担当者へのインタビューを IT コンサルタン

トは設定・実行し現状を把握し、プロジェクトメンバーによるワークショップを開催し

課題の定義や解決策の討議を行っている。この場でも、参加者が意見を出しやすくする

ために、IT コンサルタントは標準プロセスとして JQA の標準や自社の事例と照らし合

わせる手法を導入したり、意見を出しやすくする行為を IT コンサルタント自身で行っ

ている。また、解決策を討議する段階でも、IT コンサルタント側が素案をあらかじめ

作って共有することで、他のプロジェクトメンバーが自分の持つ知識と比較して新しい

アイデアを導出しやすくするといった行為を行っている。これらは、知識共有や知識共

創を進めるためのマネジメント行為であるということができる。一方で、バリューオー

ガナイザーの 3 つの役割でも、トップインタビュー、リーダインタビュー、現状把握、

課題定義といった行為は課題の明確化に、その後に続く解決策の立案、あるべき姿の設

計と実行計画の立案はソリューションコンセプトの明確化を担っているものといえる。 

表 5-6 にバリューオーガナイザーの担い手と第 3 章で示した VO の機能とのマッピ

ングを表すデータを示す。この表から、本事例では「場」の設定や「知識共創」のマネ

ジメントは、IT コンサルタントが担っており、その機能はバリューオーガナイザーに

求められている機能も実行していることがわかる。 
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表 5-6 IT コンサルタントのバリューオーガナイザーの役割の実施 

 確認できた

事象 

マネジメントの担い手 VO の

機能 

「知識空間」としての場の設

定 

I202 IT コンサルタント a 

I205 IT コンサルタント a 

I206 IT コンサルタント a 

I207 IT コンサルタント a 

I216 IT コンサルタント b 

I225 IT コンサルタント b 

「知識共創」のマネジメント I202 IT コンサルタント a 

I203 IT コンサルタント a 

I205 IT コンサルタント a 

I206 IT コンサルタント a 

I207 IT コンサルタント a 

I216 IT コンサルタント b 

I217 IT コンサルタント a 

I218 IT コンサルタント b 

I219 IT コンサルタント a 

I221 IT コンサルタント a 

I222 IT コンサルタント a 

I225 IT コンサルタント b 

I226 IT コンサルタント ｂ 

I227 IT コンサルタント b 

凡例：バリューオーガナイザーの機能 

a：解くべき課題の発見／b：ソリューションコンセプトの明確化／ｃ：ソリューションコンセプトの実装のオーガナイズ 

 

5.3.2. 分析結果のまとめと知識マネジメント機能の考察 

(１) 分析結果のまとめ 

これまでに述べた、異なる知識を有するアクターによる共創が行われているか、「場」

の設定がいかにして行われているか、「知識共創」のマネジメントがいかにして行われ

ているか、バリューオーガナイザーとしての機能がだれによって実行されているか、と

いう４つの検証項目に基づいてその分析結果をまとめると、以下の表 5-7 のようにな
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る。いずれの要素についても本 CRM に関する IT コンサルティングの事例の中で確認

することができた。 

 

表 5-7 事例２の分析結果のまとめ 

 検証項目 具体的事例 確認 

1 異なる知識を持つア

クターの存在 

IT コンサルタント（CRM）、顧客の業務の知識(顧客)、

顧客の IT システムの知識（顧客）によるコンサルテ

ィング体制が作られ、それらのメンバーが共有・共創

に関与していることを確認した。 

○ 

2 「知識空間」として

の場の設定 

IT コンサルタントによる、インタビュー、キックオ

フミーティング、ワークショップという共有・共創の

場の設定が行われていることを確認した。 

○ 

3 「知識共創」の 

マネジメント 

IT コンサルタントによる、インタビュー、ワークシ

ョップ、キックオフミーティングという方法を通して

現場や顧客と IT コンサルタントとの知識共有や知識

共創が行われている。特に、IT コンサルタント企業

の業務プロセスや日本経営品質（JQA）といった標

準と顧客の業務プロセスの比較による課題の抽出と

いった知識共創が IT コンサルタントの施策によって

引き起こされていることが確認できた。 

○ 

4 バリューオーガナイ

ザーの担い手 

「場」の設定ならびに「知識」のマネジメントの主体

が、IT コンサルタントであり、その行為がバリュー

オーガナイザーに求められている 3 つの機能を担っ

ていることを確認した。 

○ 

［○：検証項目を確認できた、×：検証項目が確認できなかった］   

 

(２) 知識マネジメント機能の考察   

本事例を知識マネジメント機能の観点で考察すると以下の特徴がある。 

（a）共通の「場」の設定 

顧客から業務がわかる担当者、顧客の IT システムがわかる担当者といった、必要な

アクターを集めたプロジェクトを立ち上げ、インタビューやワークショップという共通

の場で対話を実施し、課題の発見と解決策の検討を行っている。 

（b）異なる知識体系からの知識の導出 

業務知識を持つ企業実務者の業務プロセスを、抽象化した業務プロセスを創造し，そ

れに基づいて企業実務者の課題を形式知化している。この抽象化された知識を「抽象化
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知識」と呼ぶこととする。また、抽象化した業務プロセスの他にも、「抽象化知識」と

してフレームワーク、コンサルタントの経験、たとえ話も抽象化知識として活用してい

る。 

コンサルティングにおける最初のプロセスは、「課題設定」である。このプロセスで、

コンサルタントは明らかになっていない課題を明確にする。これによって、コンサルタ

ントは顧客が抱えている課題と類似の事例の情報を顧客に提供することができる。その

事例は、コンサルタントがその IT 企業に所属していることで過去に経験した成功事例

によるものである。それから、コンサルタントは顧客と共に、顧客の業務プロセスと比

較する。コンサルタントは、実務者の観点から抽象化されたビジネスプロセス（「抽象

化知識」）を創造し、それを顧客企業のビジネスプロセスと比較する。 

 本事例の CRM の業務改革コンサルティングでは、「顧客の問題を特定する必要があ

る場合は、顧客のプロセスと国際標準などの標準化されたプロセスを比較する」とある。

これは、標準化されたプロセスは特定の顧客業務に依存した形ではなく抽象化されてお

り、顧客がそれを理解することで、顧客が自分の業務にも当てはめて考えることができ

る「抽象化知識」に対応するといえる 

 

図 5-3 事例２における抽象化知識のマッピング 

 

CRM のコンサルティングで行われていた「抽象化知識」を活用した事例をモデルに

示すと図 5-3 のようになる。このモデルでは、右半分が「抽象化知識」を活用して VO

の役割を担う IT コンサルタント、左半分が顧客企業実務者に対応する。第１ステップ

で、IT コンサルタントは、これまでの経験や暗黙知として持っている知識[a]、課題解

決に関連する既存の形式知[b]、本事例では日本経営品質（JQA）が扱う顧客満足度を
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高める経営のための標準を組み合わせて、顧客の企業実務者から課題を引き出すための

形式知として「抽象化知識」を創造した[c]。第２ステップとして、その「抽象化知識」

を顧客に提示した。第３ステップとして、顧客の企業実務者が「抽象化知識」を受け取

り[d]、既存業務プロセスと突き合わせることで、自分達が描いているあるべき姿との

ギャップとして認識して、企業の取り組むべき課題が形式知として表出化[e]された。

顧客の課題を形式知化することで、コンサルタントと顧客が課題を共通の認識とするこ

とができたのである。この経験知がコンサルタントの経験、知識として蓄積され別のコ

ンサルティングに活かされていく。 

（c）「場」の設定と「知識共創」のマネジメントとの関係 

知識共有、知識共創にあたっては、下記に示すように、どの場合でも、バリューオーガ

ナイザーの役割をコンサルタントが担っており、それらの場を設定し、「抽象化知識」

などを活用して知識共有・知識共創を行っていることがわかる。プロジェクト立ち上げ

前の事前準備として顧客課題を想定する際には公開情報から IT コンサルタント自身が、

顧客に関する情報を収集し知識を獲得し、それ以外の場面でもすべて、バリューオーガ

ナイザーとしての IT コンサルタント自身が場の設定を行い、対面での場として、イン

タビュー、ワークショップが設定されている。知識創造理論では場が知識を創造するた

めに必要とされており、まさに IT コンサルタントがこれを実践していることがわかる。

すなわち、異なる知識を持つアクターによる知識共有・知識共創において、「場」の設

定と「知識共創」のマネジメントが表裏一体で行われていると考えられる。 

表 5-8 には知識共創と場の関係が確認できたデータについて示す。 

 

表 5-8 知識共創と場の関係が確認できたデータ 

場 I202 I205 I206 I207 I216 I217 I218 I219 I220 I221 I222 I225 I226 I227 

共創      I217 I218 I219 I220 I221   I226 I227 

共有 I202 I205 I206 I207 I216      I222 I225   

 

5.3.3. 事例２における仮説モデルの妥当性（仮説モデルへのマッピング） 

 コンサルタントの事例 2 と図 3-2 の仮説モデルの関係を、仮説モデルを構成する、

①共通の知識空間としての「場」の設定、②知識共創のマネジメント機能、③バリュー

オーガナイザーの担い手、④IT ソリューションサービスの効果 ⑤サービス価値創造

の KIKI プロセス の視点で説明し、仮説モデルのフレームワークとしての妥当性を示

すことができる。 

① 共通の知識空間：5.3.1 章で述べた様に共通の場の設定の重要性が示されていると

共に、IT とビジネスなどの異分野をつなぐ「抽象化知識」によって必要な知識創

造を行っている。 
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② 知識共創のマネジメント機能：コンサルタントがフレームワークや標準を「抽象化

知識」として提示し、ワークショップにおけるコンサルタントがファシリテーショ

ンするなかで、顧客が、顧客自身の業務とそれらのフレームワークや標準と対比し、

顧客業務における課題を発見している。 

③ バリューオーガナイザー：事例 2 では、コンサルタントが VO として機能し、共通

の知識空間とサービス価値創造プロセスをマネジメントしている。 

④ IT ソリューションサービスの効果：顧客業務知識と JQA の顧客満足度を高めるた

めの経営フレームワークなどをはじめとする標準に関する知識や自社の先行事例

に関する知識を組み合わせることで、CRM 導入にあたっての課題が発見された。 

⑤ サービス価値創造の KIKI プロセス：KIKI モデルのステップ１(K1)で目的価値の

発見、機能価値の検討に必要な人材を集めワークショップなどの場を設定し、KIKI

モデルのステップ２（I1）でコンサルタントが抽象化知識を提供して顧客が目的価

値を、ステップ３（K2）で機能価値に展開する。コンサルティングの事例では、

コンサルタントが必要な目的価値を発見する場合と顧客自身が目的価値に気づく

ケースがあった。 

以上から、コンサルティングの事例 2 も、図 3-2 の仮説モデルを具体的に展開して

フレームワークとしての有効性を示した事例といえる。（図 5-4） 

 

 

図 5-4 事例２の仮説モデルへのマッピング 
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第6章 システムインテグレーション企業の業務改善コンサルティン

グ事例：事例３ 

6.1. はじめに 

本章では、システムインテグレーション企業の業務改善コンサルティング事例に関し

て、病院業務プロセスの改善の事例を取り上げ、半構造化インタビューによってデータ

を収集し、収集した質的データに基づいてコーディングを行い、第 3 章に示した仮説に

示されている４つの要素である、①異なる知識を持つアクターによる共創、②「場」の

設定、③「知識」マネジメント、④バリューオーガナイザーの担い手について、どのよ

うに実現されているかについて分析する。 

IT コンサルタントの事例分析では、第５章と第６章でふたつの事例分析を行うが、

次のような点で違いがある。第５章の CRM 業務改革の事例は情報処理システムの構築

に必要なハードウェアやソフトウェア製品の開発やシステムインテグレーションを事

業として持つ IT ベンダーに所属する IT コンサルタントの事例であり、本章で示す病院

業務プロセス改善の事例は、システム構築に必要な製品の開発よりもシステムインテグ

レーションによる事業を中心に行っている企業に所属する IT コンサルタントの事例で

あり、IT コンサルタントの所属する企業の違いがある（図 6-1） 

 

図 6-1 IT コンサルティングのタイプ 
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6.2. 病院の業務改善コンサルティング事例の概要 

本事例は IT ソリューションを提供する企業の中のコンサルティングを行っている部

門によって実施された IT コンサルティングの事例であり、当該部門に所属していたメ

ンバーへの半構造化インタビュー（2017 年 4 月 25 日実施）の結果をデータとして分析

した。 

本事例は、病院の手術用の器具（手袋、包帯、注射器など）を提供する企業（以下、

医療機器会社）に対するコンサルティングである。医療機器会社は自社の製品が顧客で

ある病院の手術室の業務の中でどのような価値を生み出すことができるかということ

を検討するために、手術室の業務プロセスの改善について検討することとなった。その

検討のために、古くからの付き合いのある、コンサルタントに対してコンサルティング

を依頼した。その際に、医療機器会社はコンサルタントに対して、製造業の工程管理の

知見を活用して病院の手術室の稼働率を向上させるコンサルティングを行って欲しい

と依頼している。その背景は定かではないが、コンサルタントの得意領域を知ってのこ

とかもしれない。病院の手術室の業務は、手術の開始時間までに、その手術に必要な器

具などを揃えて準備しておくことと、手術終了後に消毒をしたり、捨てて良いものと捨

ててはいけないものを分けるなどの後片付けがある。手術開始前の準備については、手

術の内容によって揃える物が異なるということだけでなく、手術を行う医師によっても

揃えておくべき器具が異なる。これは手術室の看護師のノウハウで対応しているという

ような非効率な部分があった。 

 コンサルティングの体制として、コンサルタントは２名体制で対応した。１名は製造

業の生産管理の知見を持ったコンサルタントで、もう１名は計数管理の知見を持つコン

サルタントである。これは、コンサルタント側として、手術室の業務プロセスの改善の

視点には、業務プロセスとしての改善とコストのような金銭的な改善のふたつの視点が

必要だろうと、コンサルティング開始時に考えてのメンバーのアサインである。 

実際の本事例におけるコンサルティングは、次のような流れで実施された。まず、コ

ンサルタントが製造業の中の組み立て業の業務プロセスを描くところから始まり、描い

た業務プロセスを、顧客である医療機器会社のメンバーと共有したのである(I310)。製

造業の業務プロセスの共有時には、顧客からの質疑応答を受けた。この時の顧客である

医療機器会社からは、単純に製造業のプロセスを理解するための質問だけではなく、な

ぜそのようなプロセスになっているのかというような、その背景や理由を問うような質

問が出てくることもあった（I314）。次に、この製造業の業務プロセスに対する質疑応

答を行いながら、今度は顧客側が中心になり手術室の業務プロセスを描いている(I311)。

次に、描かれた手術室の業務プロセスをコンサルタントと共有している。最後の段階で、

顧客自身による手術室の改善後の業務プロセスを描き、コンサルタントと共有している。

この時、コンサルタント側から、製造業と手術室の業務プロセスを対比した質疑を行っ

ている。例えば「製造業では在庫管理をしているが、手術室の在庫管理はどうしている
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のか？」とか、「手術室にある材料が不足した場合は、どんなタイミングで、誰が発注

しているのか」などである(I312)。 

6.3. 事例の分析 

6.3.1. 仮説モデルにおける４つの要素の分析 

収集したデータを仮説モデルにおける 4 つの要素の視点でコーディングし（表 6-1）、

それらの４つの要素に適合しているデータがあるかという視点で分析する。 

表 6-1 事例３のコーディング結果 

 

インタ
ビュー
データ
通番

インタビューデータ 解釈 実行ステップ
知識
共創

バリュー
オーガナイ
ザーが実行
したマネジメ
ント

共有／共創さ
れる知識
（Open)

関与者 知識共有の場

I301 病院の手術室で使う設備を作っている会社で。
それがいかにその、手術をする時にいろいろなど設備を揃えなきゃいけな
いんですよ、手袋だったりとか、包帯だったりとか、注射器だったりとか、い
ろいろ揃えないといけない。それが、先生がどこの大学を出た先生かに
よって、その揃え方が違う。それがわかるのは、ある種のノウハウにな
っていて、看護師さんの。それを、倉庫にいってとってきて、ちゃんと手術の
時間までにならべなければならない。それでないと手術できないから。
で、そういう、それを導線を持って、ある前提の、どこの、どういう患者さん
に、どういう手術をするのかによって、ちゃんとそろえるということが大事
で、そのプロセスを製造業の工程管理のプロセスをなんだろう、リファーをし
て、うまくそこのプロセスを分析できないかという
、これ、そういう要求があったんですね。むこうから（クライアント）から、そ
の、ほかのメタファーを使ってくれという明示的な要望があった事例で、め
ずらしいんだけど。

プロジェクトの説明 － － － － － －

I302 何を揃えないといけないかは、看護師さんのノートに記録してあるような、
ノウハウになっている。

プロジェクトの説明 － － － － － －

I303 なので、生産管理ができるやつ（コンサルタント）と、計数管理ができるや
つ（コンサルタント）が一緒になって

プロジェクトの説明 － － － － － －

I304 そこのところを
例えば、ＢＯＭってなんなのとか。その構成要素みたいのがある種リクワイ
メントがでるはずだから、
それを定型化して、ちゃんとマスターみたいにしてもっていれば、あるてい
ど定型化できるはずだ。個人の知識に頼らずとも、みたいなことを設計をし
てあげようとして、分析をした。

プロジェクトの説明 － － － － － －

I305 お金になるから、最後には。最後はお金をにいかに、いかに効率をあげ
て、時間効率とお金効率を上げるかということで考えていたので。

プロジェクトの説明 － － － － － －

I306 製造業だとこういうプロセスがあって、それに対して（病院では）今やってい
るのは、こういうプロセスがあって、結構、それなりにマッチングできるとこ
ろが多いんですよ。で、ここんところを効率あげたらいいんじゃないかとか、
ここんところはマスター管理をすればいいんじゃないかとか、そういうことを
すると、少しはなんていうのかな、あのときは効率が要望だったから、効率
をあげるためのプロセス設計みたいのが、一応、絵がかけて、それは答申
をしました

コンサルタントの持つ製造業のプ
ロセスの業務知識と、顧客の持
つ病院の業務プロセスに関する
知識の両方を活用して、効率化
をあげるための病院の業務プロ
セスの知識を作り上げたことを示
している。

S3-解決策の立案 共創 顧客から手
術室の業務
の知識を共
有してもら
い、改善策
を提案。

手術室の業務
知識と、改善
策という知識

顧客とコンサル B-ワークショップ

I307 （このプロジェクトのテーマについて）トータルでいうと手術室の稼働率をどう
あげるか。そのためには、えっと、材料を揃えるのに結構時間をくってるん
んですよ、実際に。あとはだから手術室のスケジューリングみたいな話もあ
るんだけど、そいう両方の面からいきました。

プロジェクトの目的の説明 － － － － － －

I308 あぁ、組み立て業を前提にしてましたけどね。
結局、あの、手術も、ものを揃えて準備をするのと終わったあとに消毒をし
たりとか、捨てていいものと捨ててはいけないものを分けるとか、結構面倒
くさいことがあるんですよね、思ったより。そういうのを、あるいはその軸の
組み換えみたいなの、製造業ではそういうのあるじゃないですか、組み換
えと対比したりしたという覚えがあります。

病院の手術室の業務プロセスに
関する知識と、製造業の軸の組
み換えのようなプロセスの知識
に基づいて、それらを比較してい
ることを示している。

不明 共創 対比した業
務の説明

組み立て業の
知識と手術室
の業務知識

顧客とコンサル B-ワークショップ

i309 これと対比してみると、こういうところに改善の余地がありそうだということ
は、こっち側から言ってあげて、で、その、製造業のプロセスがどうかって
いうのは、もう信頼してもらうしかなくって。向こうは、わかんないから。
そこはもう信頼ベース。おまかせっていう。

コンサルタントから顧客に対して
改善の余地として、知識の提供を
していることがわかる。

S3-解決策の立案 共創 コンサルか
らの改善策
の提案

解決策 顧客とコンサル B-ワークショップ

I310 コンサルタント側としてできることは、製造業のプロセスを描くことであった
から、まずはこれを描いた。

コンサルの持つ知識である製造
業のプロセスを顧客と共有した。

S2-課題の設定 共有 場の設定 製造業の業務
プロセスの知
識

顧客とコンサル B-ワークショップ

I311 描いた製造業のプロセスを顧客にみせながら、顧客のからの質問に答え
る形で顧客中心に手術室の工程を描いていった。

製造業の知識を顧客に提示し、
顧客との質疑をとおして、顧客が
その知識を踏まえながら、手術
室の業務プロセスを描くという知
識共創の結果として、業務を改善
した価値を共創していることがわ
かる。

S3-解決策の立案 共創 コンサルタン
トの知識を
活用した製
造業プロセ
ス作成と、
顧客からの
質疑をとおし
た手術室の
業務プロセ
スの共創

製造業プロセ
スの知識と手
術室の業務プ
ロセスの知識

顧客とコンサル B-ワークショップ

I312 顧客側のプロセスは、顧客が書いた 同上 S1-現状分析
S3-解決策の検討

共創 ー ー 顧客とコンサル B-ワークショップ

I313 製造業では在庫管理をしているが、手術室の在庫管理はどうしているの
か？とか、手術室にある材料が不足した場合は、どんなタイミングで、誰が
発注しているのかとか、コンサル側からも顧客に質問することもあった。

顧客業務プロセスの知識を共有
しながら、コンサルタントが製造
業のプロセスと対比しながら、顧
客業務の価値共創を行い、新し
い知識を価値として提案しようと
している。

S1-現状分析
S3-解決策の検討

共創 顧客業務プ
ロセス方法
の質疑によ
る導出と改
善提案

製造業プロセ
スの知識と手
術室の業務プ
ロセスの知識

顧客とコンサル B-ワークショップ

I314 顧客は単純に製造業のプロセスを理解するための質問だけでなくて、なぜ
そのようなプロセスになっているのか？と、その背景や理由を問うことも
あった。

コンサルタントが設定した場に
よって、顧客自らが、製造業の知
識を共有したうえで、価値提案を
しようとしていることがわかる。

S0-現状分析
S3-解決策の検討

共創 質疑の場の
設定

製造業プロセ
スの知識と手
術室の業務プ
ロセスの知識

顧客とコンサル B-ワークショップ

I315 顧客が、自分で手術室の業務プロセスを描きながら。どんなことが改善で
きそうかということも考えていた。

顧客自らが、製造業の知識を共
有したうえで、価値提案をしようと
していることがわかる。

S0-現状分析
S3-解決策の検討

共創 改善プロセ
ス検討の場
の設定

製造業プロセ
スの知識と手
術室の業務プ
ロセスの知識

顧客とコンサル B-ワークショップ
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(１) 異なる知識を持つアクターの存在 

本事例は、顧客側からコンサルタントに対して、病院の中の手術室のプロセスの改善

を製造業の業務プロセスと対比して分析をしてほしいと依頼があったものである。この

時、手術室の業務プロセスの知識は顧客側が持っており、コンサルタント側には製造業

の業務の知識が期待されていることになる。また、この時は、時間的な効率と、金銭的

な効率を改善することを目指したことから、生産管理の知識を持つコンサルタントと、

計数管理の知識を持つコンサルタントの２名で対応した(I303)。従って、本コンサルテ

ィングプロジェクトは表 6-2 に示すような、異なる知識を持つアクターによって構成

されていたことがわかる。 

 

表 6-2 アクターとアクターが有する知識 

 アクター アクターが有する知識 

1 顧客 病院の手術室の業務に関する知識 

2 コンサルタント A 製造業の生産管理に関する知識 

3 コンサルタント B 計数管理に関する知識 

 

(２) 「知識空間」としての場の設定 

本事例では、基本的にワークショップという場をコンサルタントが設定し、その中で

知識共有・知識共創が行われていたことがわかる。 

具体的には、コンサルタント側が最初にできることとして、製造業の業務プロセスを

描き、それを顧客と共有する場を設けている(I310)。さらに、この製造業の業務プロセ

スに対する質疑応答を行いながら、今度は顧客側が中心になり手術室の業務プロセスを

描く場を設定している(I311)。描かれた手術室の業務プロセスをコンサルタントと共有

し、コンサルタント側が手術室の業務プロセスを理解する場も設定されていている

(I313)。業務の改善施策の検討にあたっても、顧客側から改善施策案がでてくるなど、

知識共創の場が設定されていることがわかる(I315)。これらのいずれの場もワークショ

ップという形でコンサルタントによって設けられた場である。表 6-3 にコンサルタン

トによる場の設定が確認できたデータを示す。 

 

表 6-3 コンサルタントによる「場」の設定 

 アクター 知識共有の場 知識共創の場 

1 コンサルタント、顧客 I310 I311,I313,I315 
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(３) 「知識共創」のマネジメント 

本事例は、病院の手術室の業務の効率化を製造業の中の組み立て業と比較して

（I308,I309）、その改善策を検討することにあった。そこで最初に実施したのが、コン

サルタント側にしかない知識である製造業の業務プロセスを描き、それを顧客と共有す

ることである。共有にあたってはワークショップを開催し、コンサルタントが作成した

製造業の業務プロセスに対する顧客との質疑応答という形で進められた（I306,I310）。

顧客側も単純に記載されている事項を理解するための質疑だけでなく、なぜそのような

プロセスになっているのか、その背景や理由を問う内容も含まれていた(I311,I314)。次

に、手術室の業務プロセスは顧客が描き起こしている(I314)。顧客が自分で業務プロセ

スを描きながら、どんなことが改善できそうかを考えてもいる（I315）。一方、この段

階ではコンサルタントも、「製造業では在庫管理をしているが、手術室の在庫管理はど

うしているのか？」とか、「手術室にある材料が不足した場合は、どんなタイミングで、

誰が発注しているのか」といった質問を顧客にしており、改善点を創出させるためのき

っかけをつくっていると考えられる（I312）。このように、製造業のプロセスを提示し

たり、製造業との差を質問するなど、ワークショップという場で、課題の抽出や改善点

の創出などを促進させるマネジメントをコンサルタントが行っていることがわかる。表 

6-4 にコンサルタントによる知識共創のマネジメントが確認できたデータを示す。 

 

表 6-4 コンサルタントによる「知識共創」のマネジメント 

 アクター 知識共有 知識共創 

1 コンサルタント、顧客 I310,I311,I314 I306,I308,I309,I313,I315 

 

(４) バリューオーガナイザーの担い手 

本節では、前節で示したデータに基づいて、「場」と「知識共創」のマネジメントの

担い手とバリューオーガナイザーの役割の関係について分析する。 

「場」と「知識共創」のマネジメントの担い手は、すなわち、「場」や「知識共創」

のプロセスをまわしている主体であり、それがバリューオーガナイザー（VO）の機能

を担っているかを確認することで、バリューオーガナイザーの担い手を確認する。 

まず、「場」の設定で確認できた事象について、そのマネジメントを実行した主体者

をアクターの中から確認するが、（２）「場」の設定で既に述べたとおり、本事例は、課

題の発見～解決策の検討までが、コンサルタントと顧客の間のワークショップという形

式で進められている。これをコンサルタントが設定してマネジメントしており、コンサ

ルタントがその主体者であるといえる。従って、バリューオーガナイザーの役割である、

解くべき課題の発見とその解決策であるソリューションのコンセプトを担っていたの
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もコンサルタントが中心であったと考えることができる。 

次に「知識共創」のマネジメントで確認できた事象について、そのマネジメントを実

行した主体者をアクターの中から確認する。（３）「知識共創」のマネジメントで既に述

べたとおり、本事例では、コンサルタントが製造業のプロセスを描き、質疑応答を通し

て、顧客側に知識共有と知識共創を促したり、顧客の描く手術室の業務プロセスに対し

て改善の余地を提起するなど、「知識共創」のマネジメントの行為を行っている。また、

バリューオーガナイザーの役割である、解くべき課題の発見と、その解決策であるソリ

ューションのコンセプトを担っていたのもコンサルタントが中心であったと考えるこ

とができる。 

表 6-5 にバリューオーガナイザーの担い手と第 3 章で示した VO の機能とのマッピ

ングを表すデータを示す。この表から、本事例では「場」の設定や「知識共創」のマネ

ジメントは、IT コンサルタントが担っており、その機能はバリューオーガナイザーに

求められている機能も実行しているということがいえる。表 6-5 にバリューオーガナ

イザーの担い手と、第 3 章で示した VO の機能が確認できたデータを示す。 

 

表 6-5 バリューオーガナイザーの機能の担い手（病院の手術室業務改善コンサル） 

 確認できた

事象 

マネジメントの担い手 VO の

機能 

「知識空間」としての場の設

定 

I310 コンサルタント a 

I311 コンサルタント b 

I313 コンサルタント ｂ 

I315 コンサルタント b 

「知識共創」のマネジメント I310 コンサルタント a 

I311 コンサルタント ｂ 

I313 コンサルタント b 

I314 コンサルタント b 

I315 コンサルタント b 

凡例：バリューオーガナイザーの機能 

a：解くべき課題の発見／b：ソリューションコンセプトの明確化／ｃ：ソリューションコンセプトの実装のオーガナイズ 
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6.3.2. 分析結果のまとめと知識マネジメント機能の考察 

(１) 分析結果のまとめ 

これまでに述べた、異なる知識を有するアクターによる共創が行われているか、「場」

の設定がいかにして行われているか、「知識共創」のマネジメントがいかにして行われ

ているか、バリューオーガナイザーとしての機能がだれによって実行されているか、と

いう４つの検証項目に基づいてその分析結果についてまとめると、以下の表 6-6 のよ

うになる。いずれの要素についても、この手術室の業務改善に関するコンサルティング

の事例の中で確認できた。 

 

表 6-6 事例３の分析結果のまとめ 

［○：検証項目を確認できた、×：検証項目が確認できなかった］   

(２) 知識マネジメント機能の考察   

本事例を知識マネジメント機能の観点で考察すると以下の特徴がある。 

（a）共通の「場」の設定 

必要なアクターを集めたプロジェクトを立ち上げ、ワークショップという共通

の場で対話を実施し、課題の発見と解決策の検討を行っている。 

（b）異なる知識体系からの知の導出 

企業実務者の業務プロセス（手術室の業務プロセス）を、抽象化した業務プ

ロセス（製造業の業務プロセス），すなわち「抽象化知識」を創造し，それに基

 検証項目 具体的事例 確認 

1 異なる知識を持つ

アクターの存在 

製造業の知識と計数管理の知識をコンサルタントが担

い、顧客が病院の手術室の業務に関する知識を保有して

いることがわかった  

○ 

2 「知識空間」とし

ての場の設定 

顧客とコンサルタントの間ではワークショップが開催

されており、その設定などコンサルタントが担っている

ことがわかった。 

○ 

3 「知識共創」の 

マネジメント 

製造業の工程管理プロセスと病院の手術室の業務プロ

セスの比較を通して、顧客とコンサルタントの間で知識

共有・知識共創が、コンサルタントの主導のもとで実行

されていることがわかった。 

○ 

4 バリューオーガナ

イザーの担い手 

「場」の設定ならびに「知識」のマネジメントの主体が、

コンサルタントであり、その行為がバリューオーガナイ

ザーに求められている 3 つの機能を担っていることを

確認した。 

○ 
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づいた討議をとおして、企業実務者の課題を形式知化している。また、抽象化

した業務プロセスの他にも、コンサルタントからの改善施策を想起させる「問

い」の導出に活用している。 

 

以下に、これらについて具体的に説明する。 

本事例の特徴は、病院の手術室の業務プロセスを、製造業の組み立て工程のプロセス

をメタファーにして分析した点である。これらの二つのプロセスの間には類似する部分

があることから、手術の際には医師ごとに準備すべき手術用の器材が異なり、それは手

術室担当の看護師が暗黙知として認識しているという課題に対して、製造業のマスター

管理を適用すれば効率があげられるのではないかという提案ができたのである。これは

最終的にはこの医療機器会社の商品化のアイデアにもつながっている。さらに、看護師

の交代時の申し送りプロセスの改善も、製造業におけるラインの要員の交代時の引き継

ぎプロセスと対比することができたのである。このように、顧客のコンテクストに直接

適合するものではないが、製造業の業務プロセスを、抽象化することで他の業種に適合

して課題や解決策をあぶりだしているのである。これらが「抽象化知識」である。形式

知化された「抽象化知識」を顧客が理解することで、顧客自身の持つ知識の中から、顧

客自身が手術室の業務プロセスの課題（KIKI モデルの I1 プロセス）や改善策（KIKI

モデルの K2 プロセス）に気付いた。すなわち形式知となったのである。本事例のイン

タビューの中で、コンサルタントは他の業種のメタファーを使ったコンサルテーション

を実行した本事例の結果として、コンサルタントの立場からみても、製造業をメタファ

ーにした手術室のプロセスの分析は効果があったと指摘した。 

これをモデルで示すと図 6-2 のようになる。図 6-2 では、右半分が「抽象化知識」

を活用してバリューオーガナイザーの役割を担うコンサルタント、左半分が顧客である

医療機器会社に相当する。この事例では、コンサルタントは製造業の組み立て工程に関

する経験を暗黙知として持っている [a]。そこに、顧客企業の実務者から製造業と対比

してコンサルティングをしてほしいという要望があった。これが、コンサルタントが顧

客企業の実務者の課題を引き出すための抽象化知識を創出するきっかけとなっている。

第１ステップでは、コンサルタントは手術室の業務と製造業の組み立て工程のプロセス

を対比して「抽象化知識」[b]を生成する。ここでは、マスター管理の利用の可能性を

創出し、第２ステップで、これを形式知として顧客に提示している[c]。第３ステップで、

顧客自身がこれを理解し[d]、手術室での器材の管理手法の見直しにつなげているので

ある。すなわち、製造業のプロセスと手術室の業務プロセスを対比しながら、顧客自身

が課題や気付きを表出化し形式知とすることができたのである[e]。 
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図 6-2 事例３における抽象化知識のマッピング 

 

（c）「場」の設定と「知識共創」のマネジメントとの関係 

知識共有、知識共創にあたっては、下記に示すように、本事例の中でみられるどのデ

ータでも、バリューオーガナイザーの役割をコンサルタントが担っており、それらの場

を設定し、「抽象化知識」などを活用して知識共有・知識共創を行っていることがわか

る。すべての場面で、バリューオーガナイザーとしてのコンサルタントが場の設定を行

い、対面での場として、ワークショップが設定されている。本事例も CRM 業務改革コ

ンサルティングの事例と同じように、異なる知識を持つアクターによる知識共有・知識

共創において、「場」の設定と「知識共創」のマネジメントは表裏一体で行われている

と考えることができる。（表 6-7） 

 

表 6-7 場の設定と知識共創・共有のマネジメントの一体性 

場 I312 I313 I315 I316 I317 

共創 I312 I313  I316  

共有   I315 I316 I317 

 

6.3.3. 事例３における仮説モデルの妥当性（仮説モデルへのマッピング） 

 本事例は共通の知識空間に関して抽象化知識を活用してコンサルタントがバリュー

オーガナイザーの役割を果たしたが、サービス価値創造に関しては顧客自身が必要な知

識創造を行った事例である。 
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コンサルタントの事例 3 と図 3-2 の仮説モデルの関係を、仮説モデルを構成する、

①共通の知識空間としての「場」の設定、②知識共創のマネジメント機能、③バリュー

オーガナイザーの担い手、④IT ソリューションサービスの効果 ⑤サービス価値創造

の KIKI プロセスの視点で説明し、仮説モデルのフレームワークとしての妥当性を示す

ことができる。 

① 共通の知識空間：6.3.1 章で述べた様に共通の場の設定の重要性とともに、IT

とビジネスなどの異分野をつなぐ抽象化知識によって必要な知識創造を行っ

ている。 

② 知識共創のマネジメント機能：本事例では、製造業の工程管理を「抽象化知識」

として、「抽象化知識」を活用した知識共創のマネジメントが行われ、病院の

業務プロセスの課題の抽出と改善策の発見が行われていた。 

③ バリューオーガナイザー：本事例では、共通の知識空間の設定（ワークショッ

プの設定）や、知識共創のマネジメント（「抽象化知識」を活用）に関しては

コンサルタントがバリューオーガナイザーの役割を果たしている。ただし、サ

ービス価値創造（最終的な手術器材の管理手法など）に関しては顧客自身が必

要な知識創造を行った事例である。 

④ IT ソリューションサービスの効果：製造業の組み立て工程のプロセスをメタフ

ァーにして、手術室を中心とした病院業務の効率化にあたっての課題の抽出と

解決策の発見、さらには医療機器会社の新商品のアイデアが創出された。具体

的には、製造業のマスター管理との対比による手術室の器材の管理方法、製造

業のラインの要員の交代時の情報伝達のプロセスと対比した看護師の交代時

の申し送りプロセスの改善などである。 

⑤ サービス価値創造の KIKI プロセス：KIKI モデルのステップ１(K1)で目的価

値の発見、機能価値の検討に必要な人材を集めワークショップの場をつくり、

KIKI モデルのステップ２（I1）でコンサルタントが抽象化知識として例えば

製造業の業務プロセスを提供して顧客が目的価値としての手術室の改善業務

プロセスを顧客が中心となって検討し、KIKI モデルのステップ３（K2）とし

て新しい改善した業務プロセスを討議している。なお、本事例ではステップ４

(I2)は確認できていない。 

以上から、コンサルティングの事例も、図 3-2 の仮説モデルについて、KIKI モデル

のステップ１～ステップ３について具体的に展開してフレームワークとしての有効性

を示した事例といえる。（図 6-3） 
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図 6-3 事例３の仮説モデルへのマッピング 
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第7章 企業内のテクノロジーインテリジェンス活動の事例分析：事

例４ 

7.1. はじめに 

本事例は、金融機関向け情報システムの開発を事業とする組織におけるテクノロジー

インテリジェンス活動について、文献（成瀬 2010）に基づいて分析する。テクノロ

ジーインテリジェンス活動は、2.6 章で示しているように意思決定の役に立つ技術情報

を提供するサービスである。特に、本事例では、金融機関向けの情報システム開発に関

する様々な意思決定に資する情報の提供サービスであり、IT ソリューションサービス

のひとつであるといえる。特に本事例では、同一企業の同一組織内において、「技術企

画スタッフ」がテクノロジーインテリジェンス提供サービスのサービス提供者となり、

その受益者はこの組織の幹部となる事例である。本事例は、従来からあるテクノロジー

インテリジェンスプロセスに加えて、そのニーズを確定するためのプロセスを加えた、

テクノジーインテリジェンス活動のプロセスである。事例分析では、５回の「連絡会」

と呼ばれる会議の中で、本組織の技術企画スタッフが組織のトップに提供する情報サー

ビスのデータと、その際の記録データを収集して、第 3 章に示した仮説に示されている

４つの要素である、①異なる知識を持つアクターによる共創、②「場」の設定、③「知

識」マネジメント、④バリューオーガナイザーの担い手について、どのように実現され

ているかについて分析する。本事例は、テクノロジーインテリジェンス活動を技術企画

スタッフが意思決定を必要とする経営層に必要な情報を提供する IT ソリューションサ

ービスとして捉える。具体的には、金融機関向け情報システムを開発する組織のトップ

が、技術戦略や中期計画などの意思決定に必要とする情報を、技術企画スタッフが提供

するサービスであり、前出の 3 つの事例とは異なり、ひとつの企業内における活動とな

っていることが特徴である。 

7.2. 企業内のテクノロジーインテリジェンス活動事例の概要 

本事例は、コンピュータメーカの中の金融機関向け情報システムの開発を事業とする

組織におけるテクノロジーインテリジェンス活動の事例である。これまでのテクノロジ

ーインテリジェンスに関する研究では、テクノロジーインテリジェンスの提供者は「テ

クノロジーインテリジェンスレポート」のような報告を、テクノロジーインテリジェン

スを要求するその消費者に対して提供するという立場に立っている。本事例では、金融

情報システムを提供する組織の幹部に対して、技術企画スタッフが、テクノロジーイン

テリジェンスを提供するという構成になっている（図 7-1）。 
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図 7-1 テクノロジーインテリジェンス活動の流れ 

 

 

本事例の組織には、当初テクノロジーインテリジェンス活動は明示的な機能としては

持っていなかった。しかし、その機能は、必要に応じて技術企画スタッフに割り当てら

れ実施されていた。 

テクノロジーインテリジェンスプロセスに関するこれまでの研究では、意思決定者

（テクノロジーインテリジェンスの消費者）の情報ニーズの特定（または意思決定者と

情報提供者の間のテクノロジーインテリジェンス活動の目標範囲内にある情報ニーズ

の決定）が、テクノロジーインテリジェンスプロセスの出発点となっている。テクノロ

ジーインテリジェンスのプロセスを開始した後、情報提供者は意思決定者の情報ニーズ

に基づいて情報の収集または分析を実行する。しかし、事例分析の対象組織では、組織

の技術戦略開発時に、経営幹部が技術動向や市場動向の必要性を認識しているため、技

術企画スタッフは、前述のように経営幹部の指示に基づくアドホックな方法でテクノロ

ジーインテリジェンス活動が運用されていた。この時、意思決定者としての組織の幹部

とテクノロジーインテリジェンスプロバイダとしての技術企画スタッフが、意思決定に

とってどのような情報が重要であるかを必ずしも特定しているわけではなかった。この

ため、技術企画スタッフがテクノロジーインテリジェンスの活動の情報ニーズを得るこ

とができないという課題があり、あらかじめ情報ニーズを特定するという新しいプロセ

スの導入を試みていた。このプロセスは、従来のテクノロジーインテリジェンスにおけ

る情報ニーズが確定してからスタートするプロセスを「情報ニーズ確定型プロセス」と

した時に、それに対して「情報ニーズ探索型プロセス」と定義し、それらのプロセスを

実行する場として「連絡会議」と呼ばれる、技術企画スタッフと意思決定者である組織

トップとのコミュニケーションの場を設定した。図 7-2 に情報ニーズ探索型プロセス

と情報ニーズ確定型プロセスを示す。また、図 7-3 に連絡会議の体制を示す。 
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図 7-2 情報ニーズ探索型プロセスモデルと情報ニーズ確定型プロセスモデル（成瀬 2010） 

 

 

 

図 7-3 「連絡会議」の体制(成瀬 2010) 

 

本事例で実行されているのは、情報ニーズ探索型プロセスである。これは、情報ニー

ズを特定する前段として、技術企画スタッフが、自部門の技術戦略の決定に効果的であ

１回／月の連絡会議の構成メンバー 
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ると思われる情報を仮定し、それを市場動向・技術動向などとして、組織の幹部に提示

し、組織トップとの間での質疑や討議を定期的な報告会議として行ったものである。こ

の会議は全５回開催されている。第一回会議では、技術企画スタッフは、この組織の他

部門が作成した資料で、様々な技術分野の技術や製品のロードマップを提示した。第 1

回目であることから、今後、情報ニーズを確定するための対象となる範囲を網羅的に概

観し、組織のトップマネジメントと技術企画スタッフとの間で共有したかったことと、

広範囲の技術や製品の領域を提示することで、連絡会議出席者が気にしている領域がど

こにあるかということについてのフィードバックを得ることが意図されていた。その結

果、出席者の一人から、標準化動向について調べておく必要があると思っていたという

コメントがあった。第二回目の報告では、第 1 回のコメントを受けて、金融情報システ

ム開発に関係する標準について、全体を概観するための一覧と、標準に関して今後気に

しておくべきと考えられる事項についての報告と、第 1 回目と同様に広い範囲の技術ト

レンドの紹介が行われている。技術企画スタッフから報告した、気にしておくべきと考

えられる事項の中に、セキュリティ技術についての課題があったが、それについて自社

の状況を懸念する声と、技術トレンドの中からも「MDM（Master Data Management）

についても今後教えて欲しい」というさらに詳しい内容を求める声を得ている。第 3 回

の報告は、この組織として取り組むべき新ソリューションの紹介を技術スタッフから行

ったが、会議時間の関係上、出席者からのフィードバックを得ることができなかった。

さらに、第４回では電子ペーパーの技術動向を、第５回では企業買収にみる技術動向の

説明も実施するも、いずれも会議時間の関係上、簡単な説明を実施するにとどまり、出

席者からのフィードバックを得るところまでは進まなかった。 
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7.3. 事例の分析 

収集したデータを仮説モデルにおける 4 つの要素の視点でコーディングし（表 7-1）、

それらの４つの要素に適合しているデータがあるかという視点で分析する。 

 

表 7-1 事例のコーディング結果 

 

7.3.1. 仮説モデルにおける４つの要素の分析 

(１) 異なる知識を持つアクターの存在 

テクノロジーインテリジェンス活動は、ニーズに基づいて情報を提供する活動である

と考えられる。従って、そもそも、情報を提供する側と情報の提供を依頼する側（ニー

ズを持っている側）には、保有する知識に差があることが前提となっているといえる。

この組織の中でも、情報を依頼する側になる組織トップへのインタビュー結果として、

組織トップとなってからは、自ら技術動向・市場動向といった戦略や計画の策定に必要

とされるような情報を収集することはなくなったという回答が得られており

(I405,I506,I407)、テクノロジーインテリジェンスを提供する技術企画スタッフと、そ

れを利用する組織トップは異なる知識を持ったアクターであるということができる。 

文献データ

通番 文献データ 解釈 実行ステップ 知識共創
実行内容
（Open)

関与者
共有／共創される知
識（Open)

知識共有の場

I401 （第一回会議）では、Ａ社内の他部門が作成した資料で、様々な技術分野
の技術や製品のロードマップを提示した。第一回目であることから、今後、
情報ニーズを確定するための対象となる範囲を網羅的に概観し、組織の
トップマネジメントと技術企画スタッフとの間で共有したかったことと、広範
囲の技術や製品の領域を提示することで、連絡会議出席者が気にしてい
る領域がどこにあるかということについてのフィードバックを得ることを意図
して、このような資料の提供を行った。その結果、出席者の一人から、標準
化動向について調べておく必要があると思っていたというコメントを得ること
ができた。

技術企画スタッフが設定した連絡
会議という場において、同スタッ
フが共有した情報をきっかけとし
て「標準化動向」についてのニー
ズに気が付いたと考えられる。

(仮説の）レビュー 共創 組織トップに対して
提案すべき情報を
仮定し、その情報を
収集し、組織トップと
の共有・共創の場を
設定し、討議を実施
している。

技術企画ス
タッフと
組織トップ

「標準化動向の必要
性」

B-連絡会議

I402 第二回目の報告は３月１日の連絡会議の中で行った（第二回会議）。前回
のコメントを受けて、金融情報システム開発に関係する標準について、全
体を概観するための一覧と、標準に関して今後気にしておくべきと考えられ
る事項についての報告と、前回と同様に広い範囲の技術トレンドの紹介を
行った。技術企画スタッフから報告した、気にしておくべきと考えられる事
項の中に、セキュリティ技術についての課題があったが、それについて自
社の状況を懸念する声と、技術トレンドの中からも「ＭＤＭについても今後
教えて欲しい」というさらに詳しい内容を求める声を得ることができた。

技術企画スタッフが設定した連絡
会議という場において、同スタッ
フが共有した情報をきっかけに、
「MDM」に対する潜在的なニーズ
に気が付いたと考えられる。あわ
せて、セキュリティについてはそ
の情報が共有され、同意を得るこ
とができた。

(仮説の）レビュー 共創 組織トップに対して
提案すべき情報を
仮定し、その情報を
収集し、組織トップと
の共有・共創の場を
設定し、討議を実施
している。

技術企画ス
タッフと
組織トップ

「MDMの必要性」 B-連絡会議

I403 第三回の報告は３月３０日の連絡会議の中で行った。Ａ社として取り組む
新ソリューションの紹介を行ったが、会議時間の関係上、出席者からの
フィードバックを得ることができなかった。

ー (仮説の）レビュー 共有 組織トップに対して
提案すべき情報を
仮定し、その情報を
収集し、組織トップと
の共有・共創の場を
設定し、説明を実施
している。

技術企画ス
タッフと
組織トップ

取り組むべき新たな
ソリューション

B-連絡会議

I404 第４回を５月に実施、第５回を６月に実施しているが、いずれも会議時間の
関係上、簡単な説明を実施するにとどまり、出席者からのフィードバックを
得ることができなかった。

ー (仮説の）レビュー 共有 組織トップに対して
提案すべき情報を
仮定し、その情報を
収集し、組織トップと
の共有・共創の場を
設定し、説明を実施
している。

技術企画ス
タッフと
組織トップ

電子ペーパーの技術
動向
競合他社の企業買収
にみる技術動向

B-連絡会議

I405 （X氏）組織トップになると顧客への提案活動に同行する機会が減ってしま
い、技術的な動向について必要にせまられる場面が減っている。顧客への
提案活動は、事業として必要な部分であり、これが減ってしまっていいのか
という問題は別にあるという認識がある。

テクノロジーインテリジェンス活動
で技術企画スタッフが持っている
知識と、組織トップが持っている
知識は異なる知識領域にある。

－ － － － － －

I406 （Y氏）・ 最近は技術情報を自分で調査することは減った。現状では１カ月
に数回のレベル。

テクノロジーインテリジェンス活動
で技術企画スタッフが持っている
知識と、組織トップが持っている
知識は異なる知識領域にある。

－ － － － － －

I407 （Z氏）現在の業務では技術情報を調査することはあまりない。１年に数回
という程度。

テクノロジーインテリジェンス活動
で技術企画スタッフが持っている
知識と、組織トップが持っている
知識は異なる知識領域にある。

－ － － － － －
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(２) 「知識空間」としての場の設定 

本事例では、テクノロジーインテリジェンスを分担している技術企画スタッフは、テ

クノロジーインテリジェンスプロセスを開始するためには、技術情報提供者が意思決定

者から情報ニーズに関する決定を受け取るという構造に課題があると考えた。そこで、

通常のテクノロジーインテリジェンスのプロセスでは不十分であり、情報ニーズ探索型

のプロセスを技術企画スタッフが考案した。さらに、このプロセスの実装として、技術

企画スタッフは、関係する組織トップが参加する「連絡会議」を設定し、組織トップか

らの潜在的ニーズを引き出すことを目的とした様々な情報を共有していると考えるこ

とができる。連絡会議は対面で行われる会議体であり、既存の会議体を活用しているが、

そこに参加するメンバーはテクノロジーインテリジェンスのニーズがあるであろうと

技術企画スタッフが考えて、選定している。一方で、対面の会議については、参加メン

バーが組織のトップマネジメントであるという点から、討議にかけられる時間が十分に

確保できずに技術企画スタッフからの情報共有で終わってしまったケースが存在して

いる。(I401,I402,I403) 

 表 7-2 に、場の設定とアクターの関係を表すデータを示す。 

 図 7-4 には、本事例の技術企画スタッグがめざしたテクノロジーインテリジェンス

活動のプロセスを示す。本事例では、テクノロジーインテリジェンスのプロバイダーで

ある技術スタッフが要望の仮説を立て、「連絡会議」という場でそのレビューを行う部

分が実施されている。 

 

表 7-2 場の設定とアクターの関係 

 アクター 知識共有の場 知識共創の場 

1 技術企画スタッフ、組織トップ I403,I404､ I401,I402 
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図 7-4 提案されたテクノロジーインテリジェンスのプロセス（成瀬 2010） 

 

(３) 「知識共創」のマネジメント 

この事例では、この会議で技術企画スタッフが自部門の技術戦略の決定に効果的であ

ると思われる情報を仮定し、それを定期的な「連絡会議」の場で組織の幹部に報告した。

第 1 回目の会議では、他部門が作成した様々な技術分野の技術や製品のロードマップを

共有している。これは、情報ニーズを確定するための対象となる範囲を網羅的に概観し、

広範囲の技術や製品の領域を提示することで、連絡会議出席者が気にしている領域がど

こにあるかということについてのフィードバックを得ることを技術企画スタッフが意

図して準備したものである。その結果、出席者の一人から、標準化動向について調べて

おく必要があると思っていたというコメントがあった。これは、技術企画スタッフが共

有した情報がきっかけとなって、潜在的にあった知識が表出化したものであると考えら

れる(I401)。さらに、第 2 回目の会議でも、第 1 回目の会議での標準に関して今後気に

しておくべきと考えられる事項についての報告と、広い範囲の技術トレンドの共有を行

った。技術企画スタッフから共有した内容に、セキュリティ技術についての課題があっ

たが、それについて自社の状況を懸念する声があがった(I402)。これは、技術企画スタ

ッフが提示した技術トレンドの情報がきかけとなって、セキュリティ技術の必要性に気

が付いたものである。すなわち、技術企画スタッフが持つ技術トレンドに関する知識を

「抽象化知識」して、それを得た組織トップが金融事業に関する知識の中から今度の必

要性としてセキュリティ技術に気が付いたと考えることができる。第 3 回では、共有し
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た技術トレンドの中から「MDM についても今後教えて欲しい」というさらに詳しい内

容を求める声があった。これらは、技術企画スタッフが共有した内容ではあったが、技

術企画スタッフは技術トレンドという知識からその必要性を仮定したにすぎず、一方で、

組織トップは金融システム事業の視点からその必要性を指摘していると考えることが

できる。したがって、技術企画スタッフが共有するというきっかけがなければ、顕在化

しなかったニーズであり（I403）、技術トレンドに関する情報は「抽象化知識」として

の役割を担っていたと考えることができる。このように、技術企画スタッフが、この組

織としての目的価値となる技術戦略や中期計画等に織り込まれるべきと仮定した情報

を提供することで、潜在的にあったニーズが顕在化したり、創造されたりしていること

がわかった。なお、さらに 2 回の連絡会議が持たれているが、ここでは、時間の関係で

組織トップからのコメント引き出すに至らず、情報共有でおわってしまっている(I404)。 

 表 7-3 に、アクターと「知識共創」のマネジメントを表すデータを示す 

 

表 7-3 アクターと「知識共創」のマネジメントの関係 

 アクター 知識共有 知識共創 

1 技術企画スタッフ、組織トップ I403,I404､ I401,I402 

 

(４) バリューオーガナイザーの担い手 

本節では、前節で示したデータに基づいて、「場」の設定と「知識共創」のマネジメ

ントの担い手とバリューオーガナイザーの役割について分析する。本事例では、前述し

たように「連絡会議」の場の設定、「連絡会議」でのトップマネジメントからの意見導

出のための資料の作成・共有も、技術企画スタッフが仮定したものである。以上より、

技術企画スタッフが、これらの担い手であったことがわかる (I401,0402,I403)。バリュ

ーオーガナイザーの３つの役割の中では、テクノロジーインテリジェンスの活動の結果

として意思決定に必要な情報（知識）が何かを確定するための討議をするフェーズであ

ることから、課題の明確化のフェーズにあるといえる。 

表 7-4 にバリューオーガナイザーの担い手と第 3 章で示した VO の機能とのマッピ

ングを表すデータを示す。 
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表 7-4 バリューオーガナイザーの担い手 

 確認

でき

た事

象 

マネジメントの担い手 

VO の

機能 

「知識空間」としての「場」の設定 I401 技術企画スタッフ a 

I402 技術企画スタッフ a 

I403 技術企画スタッフ a 

I404 技術企画スタッフ a 

「知識共創」のマネジメント I401 技術企画スタッフ a 

I402 技術企画スタッフ a 

I403 技術企画スタッフ a 

I404 技術企画スタッフ a 

凡例：バリューオーガナイザーの機能 

a：解くべき課題の発見／b：ソリューションコンセプトの明確化／ｃ：ソリューションコンセプトの実装のオーガナイズ 

 

7.3.2. 分析結果のまとめと知識マネジメント機能の考察 

(１) 分析結果のまとめ 

これまでに述べた、異なる知識を有するアクターによる共創が行われているか、「場」

の設定がいかにして行われているか、「知識共創」のマネジメントがいかにして行われ

ているか、バリューオーガナイザーとしての機能がだれによって実行されているか、と

いう４つの検証項目に基づいて分析結果をまとめると、以下の表 7-5 のようになる。

分析の結果、仮説モデルに示されている要素がすべて確認できた。 
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表 7-5 事例４の分析結果のまとめ 

 検証項目 具体的事例 確認 

1 異なる知識を持つ

アクターの存在 

組織トップと技術企画スタッフの間では異なる知識が

保有されていることが確認できた。 

  

○ 

2 「知識空間」とし

ての場の設定 

「連絡会議」の場を設定すると共に、そこでの円滑なコ

ミュニケーションをめざして事前に討議の題材となる

資料を準備していることを確認した。 

○ 

3 「知識共創」の 

マネジメント 

「連絡会議」で討議が行えるように、組織トップが潜在

的に必要と思っている技術情報を、技術企画スタッグが

仮定して共有することで、潜在的なニーズが導出される

ように推進していることを確認した。 

○ 

4 バリューオーガナ

イザーの担い手 

技術企画スタッフがバリューオーガナイザーとして解

くべき課題の明確化を進めるために、「場」の設定と「知

識共創」のマネジメントを実施していることを確認し

た。 

○ 

    ［○：検証項目を確認できた、×：検証項目が確認できなかった］   

(２) 知識マネジメント機能の考察 

本事例を知識マネジメント機能の観点で考察すると以下の特徴がある。 

（a）共通の「場」の設定 

テクノロジーインテリジェンス活動において、収集する情報へのニーズを明らかにす

るために、テクノロジーインテリジェンスプロバイダとしての技術企画スタッフが、そ

のニーズを引き出し、テクノロジーインテリジェンスの利用者である幹部とのコミュニ

ケーションの場として「連絡会議」を定期的に設定している。 

（b）異なる知識体系からの知の導出 

テクノロジーインテリジェンス活動のための情報のニーズを幹部から引き出すため

に、技術企画スタッフがあらかじめ市場動向や技術動向を資料として準備し、前述の場

で幹部に提示している。それに基づいて、幹部との質疑応答や幹部からの意見を引き出

し、幹部が暗黙的に持つニーズを導出している。すなわち、幹部の意見は技術企画スタ

ッフがまとめ、提示した市場動向や技術動向についての資料がきっかけになっているの

である。具体的には、カテゴリー分けされた技術ロードマップからセキュリティ技術の

必要性が指摘され、広範な技術トレンドの情報から MDM の必要性が導出されたので

ある。これは、技術企画スタッフが提示した市場動向・技術動向ン関する資料が抽象化

知識の役割を担っていたといえる。 

これをモデルで示すと図 7-5 のようになる。図 7-5 では、右半分が「抽象化知識」
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を活用してバリューオーガナイザーの役割を担う技術企画スタッフ、左半分が組織幹部

である。この事例では、技術企画スタッフは組織幹部が意思決定に必要と考えられる

IT 技術動向（どのような技術領域の情報が必要か）や IT 市場動向（どのような領域の

市場動向に関する領域の情報が必要か）を暗黙知として持っている [a]。そこに、実際

に調査した市場動向・技術動向を組み合わせ[b]、抽象化知識として組織幹部が意思決

定に必要と想定される技術動向・市場動向の情報を生成している[c]。次に、これを形式

知として組織幹部に提示することで、組織幹部自身がこれを理解する[d]、そして、組

織幹部の持つ既存の知識と組み合わせ[e]、それを組織幹部の持つ情報ニーズとして形

式知化し、技術企画スタッフに伝えるのである 

 

図 7-5 事例４の抽象化知識へのマッピング 

 

7.3.3. 事例４における仮説モデルの妥当性（仮説モデルへのマッピング） 

企業内のテクノロジーインテリジェンス活動の事例 4 について、図 3-2 の仮説モデ

ルを構成する①共通の知識空間としての「場」の設定、②知識マネジメント機能、③バ

リューオーガナイザーの担い手、④IT ソリューションサービスの効果 ⑤サービス価

値創造の KIKI プロセスの視点で説明し、仮説モデルのフレームワークとしての妥当性

を示すことができる。 

① 共通の知識空間：金融情報システムを開発する組織という同一の組織に所属し

つつも、組織幹部とスタッフというその立場上、保有する知識に大きな違いが

あるアクターの間で、報告の場という知識空間を共有する場を設定している 

② 知識マネジメント機能：カテゴリー分けされた技術ロードマップからセキュリ
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ティ技術の必要性が指摘され、広範な技術トレンドの情報から MDM の必要性

が指摘された。これらは、技術企画スタッフが提示した情報をきっかけとして

創出されており、「抽象化知識」を活用した知識共創のマネジメントが行われ

ている。 

③ バリューオーガナイザー：事例 4 では、技術企画スタッフがバリューオーガナ

イザーとして機能し、技術企画スタッフが考えた市場動向や技術動向をはじめ

とする知識が抽象化知識を創造し、組織幹部と技術企画スタッフの共通の知識

空間としての報告の場を設定している。 

④ IT ソリューションサービスの効果：テクノロジーインテリジェンス活動の入り

口である情報ニーズとして、広範な技術ロードマップからセキュリティ技術の

必要性と、技術動向の情報から MDM の必要性が明らかになった。 

⑤ サービス価値創造の KIKI プロセス：テクノロジーインテリジェンス活動を、

技術企画スタッフが組織幹部に提供するサービスであるとみると、その目的価

値であるテクノロジーインテリジェンスの「テクノロジーインテリジェンスの

ニーズの特定」フェーズは KIKI モデルのステップ２（I1）として目的価値の

創造と、機能価値への展開を、技術企画スタッフが抽象化知識を提供して、顧

客である組織幹部との間で実行するプロセスであると考えることができる。 

 

以上から、テクノロジーインテリジェンス活動の事例も、図 3-2 の仮説モデルを

具体的に展開してフレームワークとしての有効性を示した事例であるといえる。

（図 7-6） 
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図 7-6 事例４の仮説モデルへのマッピング  
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第8章 仮説モデルの検証と考察 

8.1. 事例のまとめ 

事例 1 は VO を触媒としたアクターを中心に価値共創を行う事例であるといえる。ま

ず作業会という場を作る。そこで匿名性のブレインストーミングなどにより、価値共創

の場が醸成される。その上で、VO が、アクターからの知識を導出する「触媒」の役割

を担い、衆知を集めて暗黙知を形式知化し、アクター間で共有するのである。また、こ

こで、現状（As Is）分析と将来像（To Be）策定を通じて、目的価値とそれを実現する

ための機能価値を明らかにする。そして、それらのプロセスを通じてアクター間の合意

を得ていく。また、事例 1 では、MUSE を利用した IT ソリューションサービスの提供

の結果として目的価値と機能価値の導出に至っている。一方、事例 2、3 は、コンサル

タントがアクターをファシリテートして価値共創を行う事例である。これらもまず、事

例 1 と同様にワークショップという場を設定する。そこではコンサルタントの知識によ

りアクターをファシリテートする。コンサルタントが議論の場を提供し、抽象化知識を

提示することにより、アクターの気づきを促すなど、この場をファシリテートしていく。

これらの事例では、コンサルティングという IT ソリューションサービスの結果、事例

2 では医療機器会社の手術器材の商品化のアイデアにつながり、事例 3 では CRM 導入

の課題の明確化につながっている。 

また事例 4 では、技術企画スタッフが同一組織の幹部をファシリテートして価値共創

を行う事例である。この事例でも技術企画スタッフが連絡会議という場を設定する。そ

こでは、技術企画スタッフの知識によりアクターをファシリテートする。技術企画スタ

ッフが連絡会議で、市場動向や技術動向という抽象化知識を提示することで、アクター

の考えを確認し、さらに気づきを促すなど、この場をファシリテートしていく。この事

例では、組織トップが金融事業を行うために必要な知識を明確にすることにつながって

いる。 

このように、効果としての目的価値・機能価値を導出するために、VO が、異なる知

識を持つアクターが集まり討議する「場」を設定し、アクターの知識を導出する（引き

出して共有していく）ことは各事例とも共通である（表 8-1）。しかし、そのためのア

プローチが異なっている。以下に、事例分析を通して第 3 章の仮説モデルで示した知識

マネジメントの課題がどのように解決され、サービス価値創造モデルに反映されたのか

について、8.2 章では共通の知識空間の構成について、8.3 章では知識導出について、

それぞれ考察する。 
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表 8-1 IT ソリューションサービスの効果 

 

8.2. 知識空間の構成 －「場」の設定 

事例 1 では、設計事務所（VO）、企業実務者、IT 企業といったアクターは、それぞ

れの知識を持っている。すなわちそれぞれが独自の知識空間を持っている。一方で、そ

れらのアクターが集まり、現状把握、目的価値や機能価値を抽出するためにブレインス

トーミングをとり入れている。これは、参加者の立場を超えた知識を表出化させること

が一つの目的となっている。すなわち参加者独自の知識空間から、共通の知識空間を作

り上げその中で価値共創を図っているのである。同様に事例 2、3 では、コンサルタン

トと顧客である企業実務者の間で議論の場が持たれているが、コンサルタントの持つ知

識空間と、企業実務者の持つ知識空間が存在し、共通の知識空間として議論の場を設け、

そこで「抽象化知識」の活用が行われていると考えることができる。事例 4 では、技術

企画スタッフが組織幹部との間で連絡会議という場が持たれているが、技術企画すタフ

の持つ知識空間と、組織幹部が持つ知識空間が存在し、共通の知識空間として議論の場

を設け、事例 2、3 と同様に「抽象化知識」の活用が行われていると考えることができ

る。 

このように、場にそれぞれ独自の知識空間を保有した人たちが集まり、それぞれの知

識空間の一部が共有されることで、それぞれの知識だけでは創造できない価値が共創さ

れる。（図 8-1） 
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図 8-1 事例１における知識空間と価値共創  
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8.3. 知識の導出 

知識共創のマネジメント機能として、事例 1（MUSE）、事例 2、3（コンサルタント）、

事例４（テクノロジーインテリジェンス活動）において、異なる知識を持つアクター間

での知識の導出には、三つのメカニズムがあることがわかった。第一に異なる知識を持

つアクター間で、「抽象化知識」を活用したマネジメントである（表 8-2 ①）。これを

「気づき」のマネジメントと呼ぶ。第二に異なる知識を持つアクター間での知識共有の

マネジメントである（表 8-2 ②）。また、異なる知識を持つアクター間に限られてい

ないが、知識の導出という観点では、言いにくいことを共有しやすいようにするといっ

た、表出化（他のアクターと共有するという意味）のマネジメントが行われていたこと

もわかった（表 8-2 ③）。これらをまとめると、表 8-2 のようになる。以降では、ア

クター間の異なる知識に着目し、異なる知識の間の「気づき」のマネジメントと知識共

有のマネジメントについ述べる。 

 

表 8-2 知識マネジメントのメカニズム 

 

 

 

（１） 異なる知識の間の「気づき」のマネジメント 

IT ソリューションサービスの受益者（顧客）には、解決したい課題を持っている企

業実務者が、その課題、すなわち目的価値を示すことができないケースが増えている。

例えば、「AI を活用して何かやりたいんだけど」とか、「IoT を活用して何かやりたい

んだけど」というように，何が解決したい課題なのかが示されない。IT コンサルティ
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ングにおいてその価値を向上するには、顧客である企業実務者が目的価値を正しく認識

する必要がある。従って、コンサルタントは企業実務者の真の課題やその解決方法など

を顧客から引き出していくことが重要になってくる。すなわち、企業実務者がその知識

空間に暗黙的に持つ「知識」や「気付き」を引き出していくことで IT ソリューション

を見いだすという方法が重要なのである。これを進めようとした時、コンサルタントは

「抽象化知識」を活用して明示的になっていない知識を、企業実務者から引き出してい

く。この時、コンサルタントと企業実務者は、異なる知識空間を有している。従って、

コンサルタントは、企業実務者に気付きを与えるためには、両者の共通の知識空間にあ

る知識を企業実務者に与える必要がでてくる。そのためには、自身の有している知識を

抽象化することで、共有の知識空間にある知識として創出し、企業実務者に与えるので

ある。このように、共通の知識空間の知識とするために、保有する知識を抽象化してい

ることから、本論文では、この抽象化された知識を「抽象化知識」と呼んでいる。そし

て、それがきっかけとなって、企業実務者は「抽象化知識」を自身の知識空間にあては

めることで、気付いていない知識を表出化したり、新たな知識を創造しているのである。

事例 2～事例 4 では、具体的に「抽象化知識」を活用した事例が示されていたことは、

既に述べた。事例 1 でも、同等なメカニズムが存在していることをインタビューの中か

らみいだすことができる。（表 8-2 「①異なる知識の間の｢気づき｣のマネジメント」

の事例１の項目参照） 

以上のように、異なるアクター間で新しい知識を共創するために、IT ソリューショ

ンサービスの提供者（例：コンサルタント）は、異なる知識領域を持つアクター間で共

有できる知識空間にある知識として「抽象化知識」を創出し、それがきっかけとなって、

IT ソリューションサービスの受益者（例：企業実務者）が新しい知識として課題や解

決策を創出しているのである。このメカニズムを『「気づき」のマネジメントモデル』

として、図 8-2 のようにモデル化した。 
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図 8-2 抽象化知識を活用した「気付き」のマネジメントモデル 

 

このモデルは、[a]IT ソリューションサービス提供者（例：コンサルタント）の持つ知

識を抽象化する（「抽象化知識」の創造）、[b]それを IT ソリューションサービスの受益

者（例：企業実務者）が取り込み、[c] IT ソリューションサービスの受益者が既に保有

している知識と結合させることで課題や解決策が形式知化される（気づく）。[d] IT ソ

リューションサービスの受益者が形式知化した知識は、IT ソリューションサービスの

提供者の知識として取り込まれる。というプロセスである。 

（２）異なる知識の間の知識共有のマネジメント 

ここで示す異なる知識の間の知識共有のマネジメントは、これまでも行われてきてい

るものであると考えられる。すなわち、異なる知識を持つアクター間で知識共有をする

ためには、一方の知識からもう一方の知識へと、誰かが翻訳をして伝えることである。

本論では、事例 1 の中でのみ確認できた事項であるが、バリューオーガナイザーである

設計事務所が、システムの開発会社に対して、IT 化構想フェーズで検討した顧客の考

えや思いを、顧客業務の言葉ではなく、IT 開発会社のわかる言葉に翻訳して、伝える

といったことを行っている。この場合、バリューオーガナイザーが両方の知識を知って

いることによって、これを行うことができるものであり、バリューオーガナイザー自身

が異なる知識を持つアクターの共有知識空間となっていると考えられる。 

 

以上示したように、事例 2、3 ではコンサルタントが、事例 4 では技術企画スタッフ

がそれぞれの場をファシリテートし、「抽象化知識」創造し、それをきっかけとしてコ

ンサルタントと企業実務者の共有の知識空間から目的価値／機能価値もしくはそれに

至るまでの中間的な知識を抽出／創造している。同様に事例 1 ではバリューオーガナイ
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ザーのファシリテーションによって、バリューオーガナイザー、企業実務者、IT 企業

の共有の知識空間から目的価値／機能価値を抽出／創造しているのである。 

 

8.4. KIKI モデルへの反映 

KIKI モデルでは、サービス価値創造のためのプロセスが示されていた。言い換えれ

ば、どのようにサービス価値創造を行うのか、必要な知識や要素が各プロセスの中で提

示されていなかった。本研究では、IT ソリューションサービスにおけるサービス価値

創造に対して、KIKI モデルでは提示されていなかった以下の 2 点について明らかにし

た。これらは、IT を活用してどのような課題を解決するのかという目的価値の発見に

特に有効である。 

a．サービス価値創造には価値創造の参加者の共通の知識空間を作るために 

「場」の設定が有効である 

 b. サービス価値創造の参加者がそれぞれ持つ知識空間から価値共創を行う 

ための共通の知識空間に知識を抽出するためには、「抽象化知識」を 

活用することが有効である。 

 c. 知識共創のマネジメントは、表 8-2 に示した三つのメカニズムが存在する。 

 

これらを図 3-2 の仮説モデルに当てはめてみると、a.は図 3-2(a)の共有知識空間に相

当し、b.や c.は図 3-2(b)のコンサルタントが業務領域や IT 技術の知識空間から目的価

値や機能価値を「抽象化知識」を活用して引き出すことや、異なる知識を翻訳して共有

することに相当している。 

 本研究では、すでに提案されているサービス価値共創プロセスモデルである KIKI モ

デルに対して、KIKI モデルの各ステップをサービス価値共創に参加するアクターが知

識を共有し理解して進めることができるように、知識空間概念を導入し、場の設定と「抽

象化知識」を活用する方法を提案した。これまでの KIKI モデルが、単にサービス価値

創造プロセスのモデル化にとどまっていたのに対し、IT ソリューションサービスにお

ける知識マネジメントの課題を明確にした。それに基づいて、知識を創造する共通の場、

それをマネジメントするバリューオーガナイザーの存在を明らかにして、KIKI プロセ

スとこれらを関連付け、それを KIKI モデルの改良モデルとし、あらたに IT ソリュー

ションサービスにおける価値共創のフレームワークとして示す（図 8-3）。 
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図 8-3 IT ソリューションサービスにおけるサービス価値共創のフレームワーク  
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第9章 結論 

9.1. はじめに 

本論文では４つの事例について、異なる知識を持つアクターの存在、「知識空間」と

しての場の設定、「知識」のマネジメント、バリューオーガナイザーの担い手という４

つの視点から、仮説モデルのフレームワークとしての妥当性を検証し、すべての事例に

ついて、4 つの視点に関する項目が実行されていることを確認してきた。本章では、以

上のことから、メジャーリサーチクエスチョン（MRQ）とサブシディアリｰリサーチク

エスチョンの回答を提示する。そして、それらを踏まえた理論的含意と実務的含意を論

じ、最後に、本研究の限界と今後取り組むべき課題やその方向性について提示する。 

9.2. 発見事項のまとめ 

 本節では、IT ソリューションサービスの４つの事例分析から導き出された発見事項

を、序論で示したサブシディアリーリサーチクエスチョン（SRQ）と、メジャーリサー

チクエスチョン（MRQ）へ回答することで、整理する。 

 

9.2.1. SRQ1 の回答 

 SRQ1：IT ソリューションサービスにおいて、異なる知識を持つアクターが、知識を 

共創するためには何が必要なのか？ 

  

異なる知識を持つアクターが知識空間を共有する「場」と、その「場」の

参加者を決め、「場」を設定し、アクター間が知識共有を進めやすい雰囲気

をつくるといった「場」の設定機能と、異なるアクターによる知識の共有で

きる共有の知識空間、その知識空間にある抽象化知識や、MUSE のような、

知識の共有・創発を引き起こすしかけ、そしてそれを実行するマネジメント

機能、そして、「場」を設定し「知識共創」をマネジメントする機能を実行

するアクターが、異なる知識を持つアクター間での知識共創のためには必要

であることがわかった。 

9.2.2. SRQ2 の回答 

 SRQ2：IT ソリューションサービスにおいて、異なる知識を持つアクターが、新しい 

    知識を共創する契機は何か？ 

  

     異なる知識を持つアクター間での知識共創は、知識を共有するアクター間で
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共通的に理解ができる、抽象化された知識が、新しい知識の共創の契機となっ

ており、そのメカニズムを「気づき」のマネジメントとして提示した。（図 9-1）

本論文では、この抽象化された知識を「抽象化知識」と呼んだ。 

 

 

図 9-1 「気付き」のマネジメント 

 

9.2.3. SRQ3 の回答 

 SRQ3：IT ソリューションサービスにおいて、異なる知識を持つアクターが、新しい 

知識を共創するためには、どのような知識空間が必要なのか？  

 

    異なる知識を持つアクター間で、新しい知識を共創するための契機となる

「抽象化知識」が存在する知識空間が必要である。すなわち、異なるアクター

が、共に理解できるように抽象化した知識領域としての知識空間が必要である。

さらに、この知識空間をつくる「場」の設定が必要となる。 

9.2.4. MRQ の回答 

 MRQ：IT ソリューションサービスにおいて、そのサービスの価値は異なる知識を持

つアクターによっていかにして共創されるのか？ 

  

 異なる知識を持つアクターは、知識空間を共有する「場」において、異なる

アクター間で知識共有できる抽象化された知識空間にある知識を活用し、「気

づき」のマネジメント（図 9-1）、共有のマネジメントを内在した、知識共創
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を行った結果としてサービス価値は共創される。この「場」と、「気づき」の

マネジメント、共有のマネジメントを含む、サービス価値創造の知識マネジメ

ントのフレームワークを提示した（図 9-2）。これは、これまでの KIKI モデル

ではサービス価値創造プロセスの状態しか提示されていなかったのに対して、

そのプロセスをいかにして進めていくかを明らかにしたモデルとなっている。 

 

 

図 9-2 IT ソリューションサービスにおけるサービス価値共創のフレームワーク 

9.3. 理論的含意 

これまで、サービス価値共創プロセスとして、KIKI モデルが提示されていた。しか

しどのようにサービス価値創造を行うのか、KIKI モデルの各プロセスの中で、必要な

知識や機能が提示されていなかった。本論では、IT ソリューションサービスにおいて、

価値共創を行うアクターが異なる知識を有している場合に、IT ソリューションサービ

スの提供者が抽象化された知識空間にある「抽象化知識」創出し、それをきっかけとし

て、新しい知識としてのサービス価値を共創するメカニズムを明らかにした。これを「気

づき」のマネジメントと呼んだ。さらに、それらのアクターが知識共創するために必要

な場の設定機能と、知識共創のマネジメント機能を明らかにした上で、KIKI モデルを

拡張し、サービス価値共創のプロセスモデルとしてそのフレークワークを示した。 
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9.4. 実務的含意 

 IT ソリューションサービスにおいて、新しいサービスの目的価値や機能価値が表出

化されていない中で、それを導出していくためには、サービス価値共創に参加するアク

ターが、それぞれの知識を出しやすい場をつくらなければならないことを提示した。こ

れは、意見を出しやすい雰囲気づくりや、意見を出しても自分が安全な状態でいられる

場づくりといった、匿名性が特徴の MUSE のブレインストーミングのような知識創出

のための場の設定機能が実行される必要があることを示した。また、知識空間が共有で

きる場ができた状態で、異なる知識を持つアクター間での知識共創を図るためには、

MUSE や抽象化知識といった、知識を導出するためのきっかけづくりと、知識共有の

マネジメント機能を実行することが必要であることを示した。 

9.5. 本研究の限界と将来研究への示唆 

本論は、IT ソリューションサービスの事例に基づいて分析したものであり、現段階

では、本研究結果の適用範囲は、IT ソリューションサービスの範囲にとどまる点は、

本研究の限界である。 

本論では、異なる知識を有するアクター間での価値共創には場の設定機能と知識共創

のマネジメントが必要であることを示した。しかし、これを実世界の中で運用しようと

した時には、考慮すべき多くの点があるだろう。それらについては、失敗事例を収集・

分析するなど、データ収集の観点を変えたり、対象とする事例を拡大するといった、今

後の研究によって、強化していくべき点であると考えている。また、四つの事例分析か

ら得られた発見事項を基に、異なる知識空間を持つアクター間の知識マネジメントの三

つのメカニズムを構築した。しかしながら四つの事例すべてにおいて，それら三つのメ

カニズムがすべて機能していることは確認できなかった。これを確認するためには長期

間の事例観察とともに収集するデータの範囲を拡大する必要がある。また今後は、三つ

のメカニズムのより高度な一般性を確認していくために、IT ソリューションサービス

以外の業務分野に対しても事例分析をしていくことも今後の研究課題である。さらに、

価値共創にあたって、どのようなタイミングで、どのような知識を持ったアクターが、

知識共有をすることが効果的なのかという点や、抽象化知識が知識の導出に効果的であ

ることを示したが、なぜ、抽象化知識がそれを可能にしているのかといった点について

も、今後の研究課題である。 
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付録 

ユーティリティ企業の IT 化事例分析 コード体系 

「知識共創」のコード体系 

カテゴリー コード 

知識共創 共創 

知識共有 共有 

知識共有と知識共創 共有・共創 

 

「実行ステップ」のコード体系 

カテゴリー コード 

IT 化構想策定フェーズ S1-策定 

IT 化実現フェーズ S2-実現 

 

「アクター」のコード体系 

カテゴリー コード 

設計事務所（コンサルタント）と設備部門 P1-設備部門 

設計事務所（コンサルタント）とユーティ

リティ企業内複数部門（設備管理部門含

む） 

P2-複数部門 

ユーティリティ企業とシステム開発会社 P3-顧客／開発会社 

設計事務所（コンサルタント）とシステム

開発会社 

P4-システム開発会社 

設計事務所（コンサルタント）とユーティ

リティ企業とシステム開発会社 

P5-顧客／開発／設計事務所 

 

 

「知識共有の場」のコード体系 

カテゴリー コード 

ワークショップ（作業会） B-ワークショップ 

設計の場 B-設計 
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事例２分析ＣＲＭ業務改革コンサルティングの事例データ分析 コード体系 

「知識共創」のコード体系 

カテゴリー コード 

知識共創 共創 

知識共有 共有 

 

「実行ステップ」のコード体系 

カテゴリー コード 

ステップ全般 S0-全般 

ステップ１ 事前準備 S1-準備 

ステップ２ トップの課題認識と思いの共有 S2-トップ共有 

ステップ３ 顧客リーダと方向性と目標観の共有 S3-リーダ共有 

ステップ４ 現状把握 S4-現状把握 

ステップ５ 課題の定義（課題の抽出） S5-課題抽出 

ステップ６ 課題の定義（真因の発見） S6-真因発見 

ステップ７ 課題の定義（課題の確認） S7-課題確認 

ステップ８ 課題に対する対策の立案 S8-対策立案 

ステップ９ あるべき姿の設定 S9-あるべき姿 

ステップ１０ あるべき姿実現の実行計画作成 S10-実行計画 

 

「アクター」のコード体系 

カテゴリー コード 

コンサルタントとトップ P1-トップ 

コンサルタントと PJ のキーマン P2-キーマン 

コンサルタントと現場担当者 P3-担当者 

コンサルタントと PJ チーム P4-チーム 

 

「知識共有の場」のコード体系 

カテゴリー コード 

提案の場 B-提案 

観察の場 B-観察 

ワークショップ B-ワークショップ 

インタビューの場 B-インタビュー 

キックオフミーティング B-キックオフ 
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事例３ 病院業務改善コンサルティング事例データ分析 コード体系 

「知識共創」のコード体系 

カテゴリー コード 

知識共創 共創 

知識共有 共有 

 

「実行ステップ」のコード体系 

カテゴリー コード 

ステップ０ 事前準備 S0-準備 

ステップ１ 現状分析 S1-現状分析 

ステップ２ 課題の設定 S2-課題の設定 

ステップ３ 解決策の立案 S3-解決策の立案 

 

アクター」のコード体系 

カテゴリー コード 

顧客とコンサルタント 顧客とコンサルタント 

 

「知識共有の場」のコード体系 

カテゴリー コード 

ワークショップ B-ワークショップ 

インタビューの場 B-インタビュー 
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企業内のテクノロジーインテリジェンス活動データ分析 コード体系 

 

「知識共創」のコード体系 

カテゴリー コード 

知識共創 共創 

知識共有 共有 

 

「実行ステップ」のコード体系 

カテゴリー コード 

（仮説の）レビュー （仮説の）レビュー 

 

アクター」のコード体系 

カテゴリー コード 

技術企画スタッフと組織トップ 技術企画スタッフと組織トップ 

 

「知識共有の場」のコード体系 

カテゴリー コード 

連絡会議 B-連絡会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


